
4. 静的漸増載荷解析 と外 力分布形

地震時に構造物 に作用す る水平力 を静的な力に置 き換 えた静的非線形漸増載荷解析 は、構造物内

の応力や変形 を精度良 く評価 で きる有効な解析方法である。漸増載荷解析においては、水平外力の

分布形 を一定 と仮定 し、段階的 に水平力 を増加 させる。ここで重要であるのが、外力分布形 であ る。

本来、地震力 は動 的なものであ り、時々刻 々変化す るが、 この変動 を包絡す るか、あるいは代表す

るような一定 な静 的な力 によ り地震力 を簡明に表現 しよう、とい うのが漸増載荷解析 の概念 であ る。

本質的に動的 な現象 として生ず る地震力 は、構造物 に固有 の振動的な性質によって構造物 ごとに異

なるはずであ り、また、時々刻々の変化の様子は、入力地震動の時刻歴 に依存 し、無限の数のパ タ

ーンが考 えられる。 この ような動 的な地震力 を、一定 な水平外力分布形 に置換 しようとす る点 にお

いて、漸増載荷解析 の難 しさがある。

漸増載荷解析では、段階的に増加 させた水平外力の各段 階について、構造物 内の各部位の応力 と

変形が算出 される。そ こで、漸増載荷解析で得 られる解 については2通 りの捉 え方がで きる。一つ

は、ある段階 に着 目 し、その水平外力における各部位の応力 または変形を調べ る、 とい う見方であ

り、 もう一つは、構造物内のある部位 に着 目し、その部位の応力 と変形 の関係が水平外力の増加 に

よ り如何 に変化す るかを調べ る、 とい う見方である。

構造物 の地震最大応答 を簡略化 した方法で算 出 しようとする時に も、漸増載荷解析が有効 になっ

て くる。本論文の後述の5章 では、構造物 の各部位の地震最大応答の簡易評価方法 として、

方法1) 縮約1自 由度系モデルの最大応答 を介 して評価する方法

方法2) 多質点系モデルの最大応答 を介 して評価する方法

という、2種 類の方法 を検討す ることになるが、いずれにおいて も漸増載荷解析が評価方法の一部

として用い られる ことになる。 まず、方法1) では、

あ) 縮約1自 由度系モデルの代表せ ん断力―代表変位 関係

い) 代表変位 (代表せん断力) に対応 する部材の応力 と変形の分布

を、方法2) では、

う) 多質点系モデルの各層 の層せ ん断力―層間変位関係

え) 層間変位 に対応する部材 の応力 と変形

を、それぞれ、漸増載荷解析 を用 いて評価することになる。

本章では、数種類 の外力分布形 を採 りあげ、漸増載荷解析で得 られる解析結果の うち、

・代表せん断力 ―代表変位関係

・層せん断力―層 間変位 関係

・任意の解析 ステップにおける応力 と変形の分布

な どに及 ぼす外力分布形の影響 を検討 する。

さらに、等価外力分布形 を定義 し、構造物 と入力地震動の組み合 わせ ごとに、その応答 を最 も誤

差が少 な く模擬 し得 る外力分布形 について検討する。
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4.1 外 力 と層 せ ん断 力の 分布

4.1.1 外 力分布 形の種 類

(1) 弾性固有モー ド比例外力分布形

構造物における水平外力Pと 層せん断力Qの 関係 は式4.1.1で あ り、水平外 力Pは 式4.1.2の よう

に固有モー ドに比例 した成分に分解することができる。

(4.1.1)

(4.1.2)

ここに、{P}, {Q} はそれぞ れ水平 外力 、層 せ ん断 力 を表す ベ ク トルで あ り、P, Qの 右 下付 添 え字 は

層 を表 す。 また、mβ: m次 刺 激係 数 、{mu}: m次 固有 関数 、[M]: 質量 マ トリクス、n: 階 数 であ る。

maは 、m次 等 価加 速度 であ り、式4.1.3で あ る。

(4.1.3)

こ こに、mM: m次 等 価 質量 であ る。

式4.1.2の 右辺 の各項 は、固有 モ ー ドに比 例 した外 力 で あ る。外 力 の絶対 的 な大 き さを無 視 し、高

さ方 向の分布 にのみ着 目す れ ば、m次 モ ー ドに比例 した外 力分 布形m{f} は式4.1.4で 表 され る。

(4.1.4)

m次 モー ドに比例 した外力分布形 において、i階 における外力係数mfiは 、当該階の刺激関数mβmui

に当該階の質量miを 乗 じることにより算出される。2.1節 に示 した構造物12cを 対象 に、弾性 固有 モ

ー ド比例外力分布形 を図4.1.1に 示す。構造物12cは、 すべ ての階の質量 を同一 に設定 した構造物で

あるので、弾性固有モー ド比例外力の分布形は、刺激 関数の分布形 と相似である。 なお、図4.1.1

において外力係数fiは 、全階で同一な質量miで 除 して示 している。

弾性固有モー ド比例外力分布形のうち、特 に、弾性1次 モー ド比例外力分布 は、今後、各種の外

力分布形 を比較する上での基本 となる分布形である。構造物の振動 は、1次 モー ドが卓越す ると考

えられるか らである。 しか し、弾性1次 モー ド比例外力分布形に対応するのは、構造物 の振動が1

次モー ドのみで構成 され、かつ、すべての部材が線形弾性域内にお さまる条件 に限 られる。高次の

振動が生 じる場合や、部材が塑性化 し振動 モー ドが変化す る応答には、対応で きない。

(2) モー ドの絶対値和 と2乗 和平方

構 造物 の地震 応答 にお け る時 々刻 々 の層 せ ん断力 の応 答 {Q (t)} は、 モー ドの層 せ ん断 力 の線 形和

と して、式4.1.5に よ り表 され る。
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(4.1.5)

す なわ ち、i層 の層 せ ん断 力 の応答Qi(t) は式4.1.6で あ る。

(4.1.6)

こ こ に、mk: k階 の質量 、mβmUk: 左層 のm次 刺 激 関数 、ma(t): m次 の等価 加速 度応 答 、n: 階 数 で あ

る。 なお 、等価 加 速度 応答 は、震 力 の応 答 {P(t)} よ り式4.1.8に よ り算 出 され る。

(4.1.7)

(4.1.8)

こ こに、P, Qの 右下付 添 え字 は層 を表 す 。 また、mβ: m次 刺 激係 数 、{mu}: m次 固有 関数 、[M]: 質量

マ トリクス 、n: 階数 で あ る。

さらに、等 価加 速度 の最大 応 答値 は式4.1.9に よ り与 え られ る。

(4.1.9)

こ こに、mSa: m次 モ ー ドの 加速 度応 答 スペ ク トル値 であ る。

式4.1.9を 式4.1.6に 代 入す る こ とに よ り、式4.1.10が 得 られ る。す な わち、各 層 の応答 層 せ ん断

力 の上 限値 は、各次 成 分 の最 大応 答 の絶対 値和 で与 え られ る。 また、各 次 の応答 の 最大値 は一般 に

は同時 に生 じない こ とを考 え、最 大応 答 の近似 値 を、式4.1.11の よ うに、各 次応 答成 分 の2乗 和 平

方 (SRSS) で表 す こ とが よ くあ る。

(4.1.10)

(4.1.11)

4次 以上の影響 は小 さい と考え、通例、3次 までの考慮で打 ち切 る。以後、3次 までの層せん断

力の絶対値和 {|1Q|+|2Q|+|3Q|} をモー ドの絶対値和 と呼び、2乗 和平方 {(1Q2+2Q2+3Q2) 1/2} をモ

ー ドの2乗 和平方 (SRSS) と呼ぶ ことにす る。なお、建築物荷重指針4.1.1) においては、モー ドの層

せん断力の2乗 和平方 を構造物に作用す る地震荷重 として規定 している。

モー ドの絶対値和、2乗 和平方 とも、弾塑性系 における各次モー ドの加速度応答 スペ ク トル値mSa

の評価方法が問題 となる。 ここでは、加速度応答スペ ク トル値mSaは 、弾性応答 スペ ク トルを用 い

て推定することにする。1次 モー ドの加速度応答スペ ク トル値1Saの 計算では、全体塑性率1μに応 じ

た等価周期1Teと 等価減衰1heを 考慮す る。
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1次 等価 周期1Teは 、弾性1次 固有 周期1T0よ り、式4.1.12に よ り算 出す る。

(4.1.12)

ここに、1Qお よび1yは 、全体塑性率1μに対応する1次 等価せ ん断力お よび1次 等価変位 である。E0

は、1次 等価せん断力―1次 等価変位関係 における弾性剛性である。

粘性減衰に起因する減衰定数は振動数比例型 とし、履歴減衰 に対す る等価粘性減衰定数heqは 柴

田の略算式4.1.2) とする。

(4.1.13)

等 価減 衰1heに 応 じて、加速 度応答 ス ペ ク トル値 に式4.1.14に よる減衰 補正 係数Fhを 乗 じる。

(4.1.14)

2次 お よび3次 等価周期は、1次 等価周期1Teに 比例 して変化す るもの と仮定 し、粘性減衰 に起 因

する減衰定数は振動数比例型 とし、履歴減衰 に対す る等価粘性減衰定数 は1次 モー ドと同一 とす る。

モー ドの絶対値和、2乗 和平方 とも、本来、各次成分の応答スペ ク トル値 を用いて、応答の最大

値 を評価するための ものである。特に、モー ドの絶対値和 については、応答 の上限値 を与 えるもの

であ り、構造物の振動中の層せん断力の分布形 を表 そうと意図する ものではない。本研究で は、全

層の層せ ん断力が同 じ向 きであることを仮定 して外力 を算出 し、その分布形 を漸増載荷解析 におけ

る外力分布形 として用いることにする。層せん断力か ら外力分布形への変換 は式4.1.15と す る。

(4.1.15)

ここに、n: 階数 、fi: i階 (最 上階 をn階 とす る) にお け る外 力 、Qi: i層 の層 せ ん断 力 で あ る。

(3) モ ー ドの直和 と差 分

構造物の振動 における実際のモー ドの重 な り具合 を考 える。簡単 のため、 ここでは、低次2モ ー

ドを考 えることにする。2つ のモー ドは固有周期が異 なるため、応答 における卓越周期 も異な り、

重 な り具合 は複雑 である。そこで、2次 モー ドの重 な り合い を極端 に模式化 し、1次 モー ドと2次

モー ドのせ ん断力応答が完全 に同位相で生 じる場合 と、180度の位相のずれをもって生 じる場合の2

通 りを考 える。実際 には、2つ のモー ドが同位相あるいは逆位相で生 じることはほ とん どあ り得な

いが、これ らは2次 モー ドの重 な り方の両極 と言え、すべての振動 について、 これ らの中間の重な

り具合 を示す と考えられる。2つ のモー ドが同位相 で生 じる場合の層せん断力の分布形 は式4.1.16

により、逆位相で生 じる場合の層せん断力 の分布形 は式4.1.17に よ り表 される。いずれ も、1次 モ

ー ドの応答 がゼロから最大に至る過程 にお いて、層せ ん断力の分布形 は一定である。

(4.1.16)
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(4.1.17)

以 後 、前者 をモ ー ドの直 和 と呼 び、後者 をモ ー ドの差 分 と呼 ぶ こ とにす る。 モ ー ドの直和 に よる

外 力分 布 形{f}SUMお よびモ ー ドの差分 に よる外 力 分布 形{f}DIFは 、式4.1.6お よび式4.1.9よ り、 そ

れぞ れ、式4.1.18お よび式4.1.19で 表 され る。

(4.1.18)

(4.1.19)

ここに、[M]: 質量マ トリクス、mβ: m次 刺激係数、{mu}: m次 振動形、mSa: m次 モー ドの加速度応

答スペク トル値である。加速度応答スペ ク トル値の評価方法は、(2) モー ドの絶対値和 と2乗 和平方

における方法 と同様 とする。

なお、3次 以上 のモー ドを考慮す ることも考 えられるが、符号の組み合わせが倍増するため、 こ

こでは省略す る。

(4) 層せ ん断力係数Ai分 布

建築基準法施行令第88条 お よび建設省告示第1793号 (昭和55年11月27日) によれば、設計地震層

せ ん断力係数Ciは 式4.1.20に よ り与えられる。ここで、ある層iに おける地震層せん断力Qiを 、そ

の層 よ り上の重量 の総和で除 した ものが、層せん断力係数Ciで ある。

(4.1.20)

こ こに、CB: ベ ース シア係 数 、T1: 弾性1次 固有周期 、αi: i階 の規 準 化重 量 であ り式4.1.21に よる。

(4.1.21)

ここに、Wi: i階 の重量、n: 階数である。

式4.1.20の{}内 は、「地震層せん断力係数の分布係数」であ り、記号Aiで 表 される。通例、「Ai分

布」 と呼ばれることが多 く、本論文で も 「Ai分布」 と略記することにする。Ai分 布は、震度一様分

布、震度逆三角形分布、ホワイ トノイズを受 ける均質せん断棒の層せん断力分布 (√α分 布) を適

切に組み合 わせ た もの として求められたものと解釈 される。Ai分 布は、数階か ら10階 程度 までの構

造物 に対 して、 さまざまな地震動 を入力する解析 により、構造物 に生 じる最大地震力 を求め、これ

らを統計的 に処理することにより導かれた と言 われている4.1.3)。

層せん断力係数の分布係数Ai分 布 か らこれ に対応する外力分布形への変換は、通例、全層の層せ

ん断力の向 きを同 じと仮定 して行 われている。本研究でもそれ を踏襲することにす る。

2.1節 に示 した構造物12cを 対象 に、地震層せん断力係数の分布係数Aiを 図4.1.2に 示す。同図で
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は、1次 固有周期 を変動 させ た時のAiも 合 わせて示 している。

1層 における基準化重量α1は1.0で あるので、1層 のAiは つねに1.0で ある。各層 のAiは 、1層

の層せん断力係数 (ベースシア係数) に対す る該当層 の層せ ん断力係数の比率 を表 している。各層

のAiは1.0以 上の値であ り、上層部ほど基準化重量αiが小 さくなるためAiは 大 きな値 となる。また、

1次 固有周期 の関数で もあ り、1次 固有周期が長いほ ど、基準化重量αiの影響が強 くなる。すなわ

ち、1次 固有周期が長 く、基準化重量が小 さいほ ど、Aiは 大 きな値 とな り、Ai分 布 は トップヘ ビー

な分布形状 となる。高層構造物の最上層部が これに該当す る。

4.1.2 層せ ん断 力係 数 の比 較

前項で示した以下の6種 類の外力分布形に対応する層せん断力係数の分布形を比較検討する。

・ 弾性1次 モー ド比例  (1st)  {f} 1st、{C} 1st

・ モー ドの絶対値和  (ABS)  {f} ABS、{C} ABS

・ モー ドの2乗 和平方  (RSS)  {f} RSS、{C} RSS

・ モー ドの直和  (SUM)  {f} SUM、{C} SUM

・ モー ドの差分  (DIF)  {f} DIF、{C} DIF

・ Ai分 布  (Ai)  {f} Ai、{C} Ai

ここに、() は図中に用いる略号であ り、{f}: 外力分布形、{C}: 層せん断力係数の分布形である。

(1) 層せん断力係数の分布

2.1節 に示 した構造物12cを 対象 に検討 を行 う。弾性1次 モー ド比例形 とAi分 布の2種 類 は構造物

のみで決定 される。残 りの4種 類 は、1次 モー ドと高次モー ドの応答層せん断力 を組み合わせ た層

せん断力分布形であ り、算定式中にモー ドの加速度応答 スペク トル値 を含 む。そのため、同一の構

造物であって も、与 えられた設計応答スペ ク トルの違いによって外力分布形が変化することになる。

短周期卓越型の地震動 との組み合 わせ ほど、2次 モー ドあるいは3次 モー ドの影響が強い分布形 と

なる。また、加速度応答スペ ク トル値 は全体塑性率 に も依存するので、想定す る応答の大 きさによ

って外力分布形が変化することになる。

設計応答スペ ク トル として2.2節 に示 した加速度応答 スペ ク トルSa2を 与えることに し、弾性時の

外力分布形 を検討することにする。なお、構造物12cの 弾性時のモー ドの加速度応答値の比は、5.0%

の加速度応答スペ ク トル値 に対 して、振動数に した減衰定数 と式4.1.14に 示 した粘性減衰 に応 じた

減衰補正係数Fhを 考慮することによ り、式4.1.22の ようになる。

(4.1.22)

このモ ー ドの加 速度 応答値 の比 を式4.1.10、 式4.1.11、 式4.1.18お よび式4.1.19に 代 入 す る こ と

に よ り、 モー ドの絶対 値和 、2乗 和平 方 、直和 、差 分 を求 め る。各 外 力分布 形 に対 応 す る層 せ ん断

力係 数 の分布形 を図4.1.3に 示 す。

構造物の耐震計算 に際 しては、構造物 に作用する地震力を、ベースシア係数 (1層 の層せ ん断力
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係数) と層せん断力係数の分布係数の掛 け合せ として表現す ることが多い。初期の耐震規定 におい

ては、層せ ん断力係数の分布形に付 いて言及 していなかったが、その後、構造物の地震応答が下層

では小 さ く、上層 では大 きいという事実 を反映 し、水平方向の震度の逆三角形分布が提案 された。

現行 の建築基準法施行令 においては、層せん断力係数の分布形 としてAi分 布が規定 されている。そ

こでは、各層 の層せん断力係数の分布係数は、その層 の層せん断力係数の1層 の層せん断力係数の

比 として定義 される。

同一のベ ースシア係数の もとでは、1層 以外 については、層せん断力係数の分布係数が大 きいほ

ど層せん断力が大 きくなる。ゆえに、耐震設計 において、1層 以外 の必要保有水平耐力 を安全側 に

見積 もろうとするならば、極端に言えば、全層 で大 きな分布係数 を与えれば良い。ある層の分布係

数 を大 き くした として も、他の層の必要保有水平耐力の算定 には全 く影響がな く、危険側の評価 に

はなることはない。

図4.1.3 (1) は、耐震計算 における層せ ん断力係数の分布係数の概念 に従い、1層 の層せん断力係

数C1を1.0に 規準化 した時の6種 類 の層せん断力係数の分布形の比較 を示 している。規準化 した層

せ ん断力係数分布形{C}*は 、式4.1.23で 表 される。

(4.1.23)

図4.1.3 (1) によれば、モー ドの直和 のみ、1次 モー ド比例外力分布 と比較 して上層部の層せ ん断

力係数が小 さい。モー ドの直和は、全層等分布 に近い。モー ドの2乗 和平方は、1次 モー ド比例外

力 と大差 はな く、最上層部の層せ ん断力係数が若干大 きい。モー ドの絶対値和 は、1次 モー ド比例

外力 との差 はモー ドの2乗 和平方 に比べ て若干大 きく、上層部の層せん断力係数が大 きく、逆 に中

層部の層せん断力はわずかなが ら小 さい。Ai分 布 は、最上層部の層せん断力係数が大 きいことを除

けばモー ドの絶対値和 に近い。Ai分 布は、他 の5種 類 と比べて も、特 に最上層部の層せ ん断力係数

が突出 している。モー ドの差分は、他の5種 類 よ りも全層 で層せ ん断力係数が大 きく、Ai分 布 と比

較す ると特 に中上層部の差が大 きい。

層せん断力係数の比較 については、規準化方法 を変えれば別の見方 もできる。図4.1.3 (2) では、

1次 モー ド比例成分で規準化 して6種 類 の層せ ん断力係数の分布形 を比較 している。規準化 した層

せ ん断力係数分布形{C}**は 、式4.1.24で 表 される。

(4.1.24)

こ こに、1aは 式4.1.25で あ り、 も との層 せ ん断 力係 数 に対 す る1次 等価 加速 度 に相 当す る。

(4.1.25)

ここに、1M: 1次 等価 質量、1β: 1次 刺激係数、{1u}: 1次 固有関数である。

層せん断力係数のそ もそもの定義 は、層せん断力 を当該階よ り上の階の重量の和で除 した もので

あ り、無次元の値 である。見方 を変 え、層せん断力 を当該階よ り上の階の質量の和で除 した もの と

考えれば、加速度の次元を持つ値 となる。式4.1.24は 、この定義 に従 った加速度の分布係数 を1次
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等価加速度で規準化する、 とも解釈できる。

図4.1.3 (2) では、(1) と比べて曲線の交点が上 に移動 し、6層 付近で6種 類 の層せ ん断力係数が等

しくなる。それより下層部では、モー ドの直和、1次 モー ド比例、モー ドの差分 とい う順 に大 きい。

6層 よ り上ではその反対である。モー ドの絶対値和 とモー ドの差分 は、1層 の層せん断力係数C1で

規準化 して比較では大 きな差があったが、1次 等価加速度で規準化すればその差は比較的小 さい。

Ai分 布の最上層部の層せん断力係数 は、モー ドの差分 よりも、 さらに大 きい。

この ように、異 なる外力分布形の比較における各層の層せ ん断力係数の大小関係 は、層せ ん断力

係数の規準化の方法に依存す る。

(2) 固有 モ ー ドへ の展 開

各外力分布形を弾性固有モー ドに比例 した成分に分解 し、式4.1.26で 表す ことを試みる。

(4.1.26)

こ こに、[M]: 質量 マ トリクス 、mβ: m次 刺激 係 数 、{mu}: m次 固有 関数 で あ る。maは 、外 力 分 布形

{f}に 対 す る等価 加速 度 に相 当 し、式4.1.27に よ り算 出 され る。

(4.1.27)

ここ に、mM: m次 等価 質量 で あ る。

係 数maは1次 等 価加 速度1aで 規準 化 し、4次 以 上 を略せ ば、各外 力分 布形 は式4.1.28で 表 され る。

(4.1.28)

なお、2次 あ るいは3次 の1次 に対 す るモ ー ドの加 速度 応答 ス ペ ク トル値 の比 は式4.1.29で ある。

(4.1.29)

モー ドの2乗 和平方や絶対値和について、モー ドの応答層せん断力の合成 を考 える。モー ドの加

速度応答値の比が式4.1.29の 時のモー ドの最大応答層せん断力の分布 は図4.1.4で ある。 なお、図

4.1.4で は、各層 の層せん断力 は、m･1Sa (mは 各層 の質量、各層 で共通) で除 して示 している。

まず、モー ドの2乗 和平方 について検討する。3モ ー ドを2乗 和平方合成すれば、各層で増大の

幅に差はある ものの、全層で1次 層せん断力 よ りも増大 した層せん断力 となる。 しか し、 もともと

1次 層せん断力が大 きいために増大の割合が小 さい上 に、全層 で層せん断力が増幅す るため、層せ

ん断力の分布形に関 しては1次 モー ド比例形 と大差 のない もの となる。結局、2乗 和平方合成する
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ことにより、1次 等価加速度1aは 増大 し、2次 お よび3次 の等価加速度2aお よび3aは 低下す ること

になる。例 として採 りあげた構造物12cと 加速度応答スペ ク トルSa2の 組み合わせでは、高次モー ド

の1次 モー ドに対す る加速度応答スペ ク トル値 の比が比較的大 きい と言えるのに対 して、式4.1.28

においてモー ドの2乗 和平方の2次 および3次 の係数 は小 さい。モー ドの2乗 和平方合成では、高

次 モー ドの影響が出現 しに くい。

次 にモー ドの絶対値和 について検討する。2次 層せ ん断力の絶対値 をとる と、上層部 と下層部の

符号が反転するとい う2次 層せん断力本来の分布性状が消 え、上層部 と下層部で大 きく、 中層部で

小 さい、 とい う3次 層せん断力 と類似の分布形 となる。そのため、モー ドの絶対値和では、2次 の

係数が小 さ くな り、みかけ上、3次 の係数が増大することになる。足 し合わせ る際の2次 モー ドの

影響 は、下層部 に比べて上層部の方が大 きいため、線形和 で表 した時の2次 の係数 は、上層 部を増

幅する側、すなわちマイナスになる。

モー ドの直和お よびモー ドの差分では、当然なが ら、2次 の係数はそれぞれ+0.87お よび-0.87で

あ り、その絶対値はモー ドの加速度応答値 の比 と等 しい。モー ドの2乗 和平方や絶対値和では2次

モー ドの影響が薄れるのに対 し、モー ドの直和 および差分は、極端 に大 きく2次 モー ドの影響 を見

積 もっていると言える。

Ai分 布 における2次 お よび3次 の係数は、モー ドの絶対値和 と近い。すなわち、上層部の層せ ん

断力が増大する向 きで足 し合わせ る向 きであ り、2次 の係数はマイナス、3次 の係数 はプラスであ

る。Ai分 布 とモー ドの絶対値 では4次 以上の係数 に差がある。Ai分 布では4次 以上の高次 の係数 も

大 きく、最上層 の層せん断力 を増大する向きで足 し合わされる。

(3) 固有周期 と応答スペ ク トルの影響

別 の構造 物 と応答 ス ペ ク トル の組 み合 わせ につい て、層 せ ん断力係 数 分布 の比 較 を図4.1.5に 示 す。

検 討 対象 は、(1) 構造 物12aと 応答 スペ ク トルSa4の 組 み合 わせ の弾性 時 (以下 、12a-Sa4-0.0と 略記)、

(2) 構造 物12cと 応 答 スペ ク トルSa1の 組 み合 わせ の弾性 時 (12c-Sa1-0.0)、(3) 構造 物12gと 応 答 ス

ペ ク トルSa2の 組 み合 わせ の 弾性 時 (12g-Sa2-0.0)、(4) 構造 物12gと 応答 スペ ク トルSa2の 組 み合

わせ の全 体 塑性率3.0時 (12g-Sa2-3.0)、(5) 構 造物12cAと 応答 スペ ク トルSa1の 組 み合 わせ の弾性

時 (12cA-Sa1-0.0)、(6) 構 造物12cBと 応 答 スペ ク トルSa1の 組 み合 わせ の弾性 時 (12cB-Sa1-0.0)

の6種 類 で あ る。各層 せ ん断力 係 数分布 形 は、図4.1.3 (2) と同様 に、1次 等 価 加速 度 で規準 化 して

い る。各 組 み合 わせ にお け る加 速度 応答 ス ペ ク トル値 の比 と、外 力分 布形 を弾 性 固有 モ ー ドに展 開

した時 の係数 を表4.1.1に 示 す 。

構造物12a, 12cお よび12gで は、弾性1次 振動モー ドがほぼ等 しい形状であるので、1次 モー ド比

例外力分布形 もほぼ等 しい分布形であ る。Ai分 布 は固有周期 に依存 し、固有周期が長い構造物12g

ほ ど上層部突出型の分布形 であ り、2次 の係数がマイナス側へ移動する。応答スペ ク トルに依存す

るモー ドの絶対値和、モー ドの2乗 和平方、モー ドの直和お よびモー ドの差分については、概 して

言 えば、構造物の固有周期が長 く、短周期 の加速度応答が大 きく、全体塑性率が大 きいほど、モー

ドの加速度応答スペク トル値の比が大 きくな り、外力分布形 における高次モー ドの影響 も強 くなる。
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モー ドの2乗 和平方は、構造 物12aお よび12cで は1次 モー ド比例外力分布形 との差が小 さい分布形

であるが、加速度応答 スペ ク トル値の比が著 しく大 きい12g-Sa2-3.0に ついてのみ、高次の影響が比

較的大 きく、高次の係数の絶対値 はAi分 布 よりも大 きい。

弾性剛性の分布 を変化 させ た構造物12cAお よび構造物12cBで は、上層部の剛性が低い構造 物12cB

ほど、1次 モー ド比例外力分布形 における上層部の層せん断力係数が大 きい。両者 の加速度応答ス

ペ ク トル値の比の差 は小 さいので、モー ドの絶対値和、モー ドの2乗 和平方、モー ドの直和お よび

モー ドの差分 についてもこれが当てはまる。Ai分 布 は、弾性剛性の分布に関わ らず 同一の分布であ

るが、それ を弾性振動モー ドで展 開すれば、上層部の刺激関数が大 きい構造物12cBほ ど、高次の係

数が小 さくなる。

表4.1.1 加速度応答スペ ク トル値の比 と外力分布形 にお ける係数2aお よび3a

参 考文献

4.1.1) 日本建 築学 会: 建 築物荷 重 指針 ・同解 説1993年6月 改 訂版 、512pp.、1993年6月 。

4.1.2) 柴 田明徳: 耐 震構 造解析 、 森北 出版 、1981年 。

4.1.3) 日本 建築学 会: 建 築耐 震設計 にお け る保 有耐 力 と変形性 能 (1990)、713pp.、1990年10月 。
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図4.1.1 弾 性 固有 モー ド比例 外 力分布 形 図4.1.2 層せん断力係数の分布係数Ai

(1) 1層 せん断力係数で規準化 (2) 1次 等価加速度で規準化

図4.1.3 層せん断力係数の分布

図4.1.4 モー ドの最大応答層せん断力の 分布
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(1) 12a-Sa4-0.0

(3) 12g-Sa2-0.0

(5) 12cA-Sa1-0.0

(2) 12c-Sa1-0.0

(4) 12g-Sa2-3.0

(6) 12cB-Sa1-0.0

図4.1.5 層せん断力係数の分布 ―構造物 ・応答スペク トル ・全体塑性率の影響 ―
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4.2 外 力分布形の影響

2.1節 で設定 した構造物12cを 対象 に して静的漸増載荷解析 を行 う。漸増載荷解析にお い て は、仮

定 した一定の水平外力分布形に対し、水平力を段階的に増加 させるが、実際の解析にお いて は、水

平 力 で は な く、最上階の水平変位によって増分 を制御する。最上階の水平変位の増分 は、 1ス テ ッ

プ あ た り0.5×10-3m  (最上階変位角1/72000)  とす る。漸増載荷解析結果を図4.2.1に 示 す 。

外力分布形 としては、以下 の8種 類 とする。各外力分布形を算出す る際のモー ドの加速度応答ス

ペ ク トル値 の比 は、2.2節 に示 した加速度応答スペ ク トル Sa2に 対 する弾性時のモー ドの加速度応答

値 の比 とする。す な わち、 用いる外力分布形 は、図4.1.3お よ び 式 4.1.27に 対 応 す る 。

・弾
性1次 モー ド比例  (1st)

・ モ ー ドの絶対値和  (ABS)
・ モ ー ドの2乗 和平方  (RSS)
・ モ ー ドの直和  (SUM)
・ モ ー ドの差分  (DIF)
・Ai分 布

 (Ai)
・弾 性2次 モー ド比例  (2nd)

・弾 性3次 モ ー ド比例  (3rd)

こ こ に 、 ()は 略号 で あ る。

図4.2.1中 の 黒 細 線 は 、層 ごとの層せん断力 ―層間変位関係を示すもの であ り、各 ステップで得 ら

れる層せん断力と層間変位の関係を プ ロ ッ ト し、 全ステ ップにわたって層 ごとに連結 した ものであ

る。赤 線 は、第720ス テ ップ  (最上階変位角1/100)  における全層の層せん断力 ―層間変位関係を連

結 した もの であ り、このス テップにお ける層間変位の分布を示して い る 。緑 線 は、第90ス テ ップ  (最
上階変位角1/400)  にお ける もの であ る。載荷は第2000ス テップ (最上階変位1/36)  ま で 行 い 、図4.2.1

ではいずれかの層 の層間変形角が1/50に 達す るまでの解析結果 を描いている。

4.2.1  代表せん断力―代表変位関係

構造物の地震応答を複雑 にする要因 として、構造物が無数の質点で構成される多自由度系である
こ と、 さ ら に 、 構造物 を構成する部材、材料が弾塑性挙動 を示すこと、 という2点 が挙 げ られ、両

者の絡み合いが構造物の地震応答性状の把握 を難 しい もの に して いる。 この ような弾塑性多自由度

系の難 しさに対 して、弾塑性1自 由度系の問題は比較的容易で あ る と言 え る。 そ れゆ え、構造物を

等価な1自 由度系に置 換 して、 その1自 由度系の弾塑性地震応答を捉 えようとい う試み は古 くから

行われてきた。そ こで は、構造物と縮約 1自 由度系 の対応関係、お よび、弾塑性1自 由度系の地震

応答 の推定方法、 という2点 の問題に集約 される。本論文では後者は取 り扱わないが、本項の検討

は前者 に関連がある。構造物を等価な弾塑性1自 由度系に置換する際には、漸増載荷解析が有効で

あ り、 漸増載荷解析で得られる代表せん断力と代表変位 をもって、縮約1自 由度系の復元力特性が

作成で きる。本項では、漸増載荷解析における代表せん断力―代表変位関係における外力分布形の

影響 について検討する。
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(1) 等価せん断力 と等価変位

多 自由度系の任意の状態 を表すn元 ベ ク トル{w}は 、n個 の固有ベ ク トルの線形和 として表すこ

とがで きる。

(4.2.1)

こ こに、mβ: m次 刺激 係 数、{mu}: m次 固有 関数 であ る。mαはm次 の係数 で あ り、固有 ベ ク トルの 直

交 性 を利用 す れば式4.2.2の ようにな る。

(4.2.2)

ここに、mM: m次 等価 質量 、[M]: 質 量 マ トリクスで あ る。m次 等 価 質量mMは 、式4.2.3に よる。

(4.2.3)

n元 ベ ク トル{w}と して各 階 の床 の変位{y}を 代 入 すれ ば、式4.2.1お よび式4.2.2は 、 そ れぞ れ

式4.2.4お よび式4.2.5と なる。式4.2.5で 得 られ る係 数myは 、m次 等価 変位 と して定義 され る。

(4.2.4)

(4.2.5)

一方、 フックの法則か ら、弾 性時には式4.2.6が 成 り立つ。

(4.2.6)

ここ に、{P}: 外 力 ベ ク トル 、[K]: 剛性 マ トリクスで あ る。

式4.2.6に 式4.2.4を 代 入 し、mβ{mu}Tを 前 か ら掛 けて 固有 ベ ク トルの直 交性 を考 慮 す れ ば、式4.2.7

が得 られ る。

(4.2.7)

こ こに、mM: m次 等 価 質量、mω: m次 固有 円振動 数 であ る。

さ らに、式4.2.7の 左辺 のmβ{mu}T{P}を 式4.2.8の よ うにm次 等 価外 力 (等価 せ ん 断力) mQと 定 義

す れ ば、式4.2.7は 式4.2.9の よ うに表 され る。

(4.2.8)

(4.2.9)

式4.2.9は 、質量mM、 固有円振動数mω を有する1自 由度系の構成方程式 と同値 であ る。 このよう

な1自 由度系 をm次 等価系 と呼ぶ ことにする。
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弾 塑 性 系 にお い て は、構 造 物 の応 力 と変 形 に応 じて 剛性 マ トリクス [K] が 変 化す る。 そ こで、 式

4.2.8お よび式4.2.5を 増分 形 式 で書 き直 せ ば、次 の よ うにな る。

(4.2.10)

(4.2.11)

上2式 において、m次 等価質量mM、m次 刺激係数mβ、m次 固有 関数 {mu}は 、瞬間剛性マ トリクス [K]

に応 じて変化することになる。

構造物12cを 対象 にした漸増載荷解析 で得 られるm次 の等価せん断力mQと 等価変位myの 関係 を図

4.2.2に 示す。構造物12cは 、梁降伏先行の全層降伏型の崩壊機構 を想定 して設計 してお り、さらに、

すべての階の梁の降伏点割線剛性低下率 も一律である。それゆえ、塑性域 におけるモー ド形は、弾

性のモー ド形 とほぼ等 しい と仮定 し、式4.2.10お よび式4.2.11で は、塑性域 においても弾性の等価

質量 と刺激関数を用いることにする。図4.2.2 (2) (3) (4) は、それぞれ、1次 から3次 までの等価せ

ん断力 ―等価変位関係 を示 してお り、図4.2.2 (1) は比較のために示 した1層 せ ん断力―最上階変位

関係 である。いずれにおいて も、異 なる外 力分布形 を用いた漸増載荷解析結果 を比較 している。

まず、各次の等価せ ん断力 ―等価変位関係 における初期剛性 を比較する。構造物が線形弾性域 に

あれば、つねに式4.2.9が 成立 し、等価せん断力 ―等価変位関係は、理論的にも、外力分布形の影響

を全 く受けない。等価せん断力の等価変位 に対する比例係数は、式4.2.9の ごと く、各次の固有円振

動数 の2乗 と等価 質量の積で表 される。図4.2.2 (3) (4) に示 した2次 モー ドお よび3次 モー ドでは、

一致す る区間がわずかであるが、 原点近傍 では確かに一致 している。

塑性域 における1次 等価せん断力―1次 等価変位 関係については、構造物の塑性化が進展するに

従い、外力分布形の違 いに よる差 が生 じて くる。部材が塑性化することに より剛性マ トリクス[K]

が変化するが、外力分布形の違いにより変形の分布が異なるため、剛性マ トリクスの変化の仕方 も

外力分布形の影響 を受けるのである。1次 等価せん断力―1次 等価変位関係 における降伏せん断力

について、1次 モー ド比例外 力分布形 による漸増載荷解析結果 を基準 にすれば、モー ドの直和が最

も低 く0.95倍 であ り、モー ドの差分で0.97倍 、モー ドの2乗 和平方で1.00倍 、モー ドの絶対値和 で

1.03倍 、Ai分 布で1.02倍 である。モー ドの直和 や差分の ように、2次 モー ド成分 を比較的多 く含 む

外力分布形では、多少、降伏せ ん断力が低下することになる。それ以外 の外 力分布形の ように、2

次等価加速度 と1次 等価加速度の比が0.30程 度以下である外力分布形 については、算定 される降伏

1次 等価せん断力 は、1次 モー ド比例外力分布形 による もの とほとん ど差が無 いと言える。

なお、1次 モー ド比例外力分布形 を用いた漸増載荷解析 によれば、降伏1次 等価せ ん断力 は1.94MN

であ り、1次 等価 質量1Mで 除 した降伏1次 等価せん断力係数 として表せ ば0.365と なる。降伏時の

ベース シア係数は図4.2.2 (1) に示す ごとく約0.30で あ るか ら、これに対 して約Σmi/1M (=1.27) 倍

となる。 ここに、miは 各階の床 の質量 である。

2次 や3次 の等価せん断力―等価変位関係 では、外力分布形 の影響が大 きい。 まず、2次 モー ド
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比例外力分布形 を用いた漸増載荷解析では、他の外力分布形 を用いた場合 に比べて、2次 等価せん

断力 ―等価変位 関係 における剛性の低下は小 さく、同一等価変位 における等価せん断力 も著 しく大

きい。モー ドの直和やモー ドの差分では、比較的小 さな2次 等価せ ん断力で降伏が見 られ、その後、

2次 等価変位が増大する。モー ドの2乗 和平方では、2次 等価せん断力はほ とん どゼロに近 いの に

もかかわ らず、2次 等価変位は増大 している。一方、モー ドの絶対値和やAI分 布では、漸増載荷解

析の最終ステ ップまでに2次 等価変位 はほ とん ど増大 していない。なお、モー ドの差分、モー ドの

絶対値和お よびAi分 布では、2次 等価変位 は負 の値 である。

3次 等価変位 に関 して も同様のことが言 える。3次 モー ド比例外力分布形のみでは、3次 等価変

位 を増大 させるためには大 きな外力 を要する。これに対 し、モー ドの絶対値和、モー ドの差分、モ

ー ドの直和 などでは、小 さな3次 等価せん断力において、3次 等価変位が増大 している。

このように、高次モー ド比例外力 を単独 で構造物に与 えたとして も生 じる高次等価変位 は小 さい

のに対 し、高次モー ド比例外 力を1次 モー ド比例外力 と合成 させて構造物 に作用 させ れば、高次等

価変位 は著 しく増大する。1次 モー ド比例外力に、高次 モー ド比例外力が組 み合 わさるこ とによ り、

構造物内の変形分布が変わ り、塑性化する部位 も変わって くる。そ して、塑性箇所の偏在 によるそ

の部位 の変形の増大が、高次等価変位 として計上されることになる。

図4.2.2 (1) では、1層 せん断力 ―最上階変位関係 を比較 している。構造物 における最 も代表的 な

せん断力お よび変位 としては、1層 の層せ ん断力 と最上階の変位 をまず挙げることがで きる。 しか

し、1層 せん断力 ―最上階変位関係における外力分布形の影響 は比較的大 きく、1層 せ ん断力―最

上階変位関係の弾性時の曲線 の傾 きも外力分布形によって異なる。

ここで、m次 モー ド比例形の外力 を受ける時の1層 の層せ ん断力 と最上階の変位 を考 える。m次 モ

ー ド比例外力 {mP} は式4.2.12で 表す ことにす る。

(4.2.12)

ここ に、[M]: 質量 マ トリクス、mβ: m次 刺 激係 数 、{mU}: m次 固有 関数 、ma: m次 の係 数 で あ る。

式4.2.12を 式4.2.8に 代 入す れ ば、m次 等価 せ ん断 力mQは 式4.2.13で 表 され る。

(4.2.13)

m次 モ ー ド比例外 力分 布形 {mP} に よる1層 の層せ ん断力mQ1は 、j階 の外 力mPjを 全 ての 階で足 し

合 わせ た もので あ るの で、式4.2.14と なる。

(4.2.14)

すなわち、m次モー ド比例外力 {mP} による1層 の層せん断力mQ1はm次 等価せん断力mQと 等 しい。
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一方、m次 モー ド比例外力 {mP} を受 ける時 にm次 等価変位mVが 生 じるとし、弾性時 においては式

4.2.9が 成立することを考慮すれば、最上階の変位mYnは 式4.2.15で 表 される。

(4.2.15)

こ こに、mβmun: 最 上 階 にお け るm次 刺 激 関数 で あ る。

式4.2.14お よび式4.2.15か ら、1層 せ ん断力―最 上 階変位 関係 にお け る弾 性時 の傾 きは式4.2.16

で表 され る。

(4.2.16)

よって、1層 せん断力 ―最上階変位関係 を系の復元力特性 とし、m次 等価質量mMを 最上階の刺激

関数 。mβmunで除 した ものを系 の質量 とすれば、m次 等価系 と同一の系が得 られる。 これは、外力がm

次モー ド比例形で、かつ、弾性時 にのみ成立する。

外力が複数のモ ー ド比例成分の線形和で表 される場合、1層 せん断力Q1お よび最上階変位ynは 式

4.2.17お よび式4.2.18で 表 される。

(4.2.17)

(4.2.18)

n個 の係数maの うち2個 以上がゼロではないとすれば、Q1/ynに おいて係数maは 消去 されない。

す なわち、1層 せ ん断力 ―最上階変位関係の傾 きは係数maに 依存す ることになる。

次 に、漸増載荷解析で得 られる等価せ ん断力 ―等価変位関係 を、地震応答解析結果 と比較す る。

図4.2.3は 、構造物12cに 関す る、模擬地震動ens2の 加速度の倍率 を1.5倍 とした入力 に対する地震

応答解析結果 との比較である。

1次 モー ドについては、地震応答解析 で得 られる等価せん断力―等価変位関係の包絡線は、1次

モー ド比例外力 による漸増載荷解析結果 とほぼ一致す る。 さらに、地震応答 における正負の繰 り返

しにより描 くループ曲線についても、過去の最大点 に向か う、戻 り剛性は降伏点剛性 に近い、など

のある法則が見受 けられる。 これに対 し、2次 モー ドについては、地震応答解析結果 と漸増載荷解

析結果 に対応関係が見 られない。地震応答 においては、より小 さな応答2次 等価せ ん断力に対 して、

大 きな2次 等価変位が生 じている。 また、繰 り返 しによるループ形状 も不規則 である。強いて言え

ば、地震応答解析 による2次 等価せん断力 ―等価変位関係 は、地震応答の初期 では2次 モー ド比例

外力 による漸増載荷解析結果 に近 く、次第 に、モー ドの直和あるいはモー ドの差分 に近づいてい く。
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(2) 剛性分布 の変化の影響

構造物12cYお よび構造物12cZに ついて検討 を行 う。構造物12cYは 、構造物12cと 比較 して梁の降

伏点割線剛性低下率の分布のみが異なる。構造物12cYの 梁の降伏点割線剛性低下率 は、13 (R) 階梁

で0.15、2階 梁で0.42で あ り、上階ほど小 さい とい う設定である。構造物12cZは1層 崩壊型 の構造

物であ り、1層 柱脚および1層 柱頭の降伏強度 をそれぞれ66%お よび40%に 低減 し、2階 梁端の降

伏強度 を無限大 としている。

構造物12cは 全層同時降伏 を指向 した構造物であ り、すべての階の梁の降伏点割線剛性低下率が

等 しいため、塑性域 における振動モー ドが弾性の振動 モー ドとほぼ等 しい と仮定す ることは妥当で

あると言 えた。しか し、構造物12cYお よび構造物12cZに おいては、塑性域 におけるモー ド形が弾性

のモー ド形 とほぼ等 しいという仮定 は適当ではない。そこで、各部材の剛性低下 を考慮 した等価振

動系の振動モー ドを算出する。構造物12cYの 等価振動系 モデルでは、降伏 ヒンジを計画 しない部材

には初期剛性 を与え、降伏 ヒンジを計画する部材 に対 しては降伏点割線剛性 を等価剛性 として与 え

る。構造物12cZで は、1層 の柱頭および柱脚のみが降伏強度 に達することを想定 し、これ らの部材

には降伏点割線剛性 を与 え、それ以外の部材 に対 しては初期剛性 を与える。 これ らをまとめて、等

価振動形モデルに設定 した部材 の等価剛性 を表4.2.1に 示す。等価振動系モデルの振動 モー ドを弾性

振動モー ドと比較 して図4.2.4に 示す。

表4.2.1 等価振動系 における部材の剛性

いずれも弾性剛性 に対する比率 を表す。

図4.2.4に よる と、構 造物12cYに 関 す る等価 振 動系 の振 動 モ ー ドは、下 層部 の刺 激 関数 が 減少 し、

上層 部 の刺激 関数 が増 大す る。構造 物12cZで は、下 層部 のみ増 大す る。等価 振動 系 の1次 振 動 モ ー

ド1βeq {1ueq} を、弾性 の振 動 モー ドの線形 和 で表せ ば、式4.2.19の よ うにな る。

構造 物12cY:

構造 物12cZ:

(4.2.19)

式4.2.19に おいて、弾性2次 モー ドの係数は、上層部が柔になる構造物12cYに おいては負 にな り、

下層部が柔になる構造物12cZに おいては正 になる。弾性2次 モー ドの係数の弾性1次 モー ドの係数

に対する比は、いずれの構造物で もそれほど大 きくない。 これは3次 モー ド以上の係数について も

同様である。このように、部材の剛性分布が多少変化 した としても、モー ド形の変化 は大 きくない。

つ まるところ、1次 モー ドは逆三角形に近い分布形であることには変わ りはない。

これ まで、1次 モー ド比例外力分布形 としては弾性1次 モー ドを用いて検討 して きたが、 ここで

は、等価振動系モデルによる1次 モー ドを代用することについて検討する。弾性1次 モー ド比例外

力分布形お よび等価振動系の1次 モー ド比例外力分布形の2種 類 を用いた漸増載荷解析結果の比較

を図4.2.5に 示す。前者 をA (弾性剛性)、 後者 をB (等価剛性) と略記する。
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剛性分布 に変化がある場合、外力お よび変位の分布 を式4.2.10お よび式4.2.11に よ り等価せん断

力お よび等価変位 にそれぞれ展開する際に、等価質量 と刺激関数の変動 を考慮する必要がある。そ

こで、次の3種 類の展 開方法 を設定する。

a (弾性剛性): 塑性域 において も弾性の等価質量 と刺激関数を用いる。

b (等価剛性): 前述の等価振動系モデルによる等価質量 と刺激関数 を用いる。

c (接線剛性): 漸増載荷解析の各解析ステップにおいて、部材の接線剛性か ら得 られる等価質

量 と刺激関数 を用いる。

ここに、() 内は図中に用いた略称である。

等価 質量 と刺激関数 は、展開方法a, bで は全 区間で一定値 を用いることにな り、展開方法cで は

解析ステ ップごとに変動す る値 を用いることになる。2種 類の漸増載荷解析結果に対 して3種 類ず

つの展開方法 を適用 して算 出 した1次 等価せ ん断力―1次 等価変位関係 を比較 して図4.2.5に 示す。

まず、2種 類の漸増載荷解析結果 を比較すると、両者にはほ とん ど差が見 られない。これは、モ

ー ドの絶対値和やAi分 布 による漸増載荷解析結果が弾性1次 モー ド比例外力分布 と大差が なかっ

た ことと同 じである。式4.2.12に 示す ように、等価振動系の1次 モー ドを弾性振動モー ドの線形和

で表せ ば、高次の係数はあ まり大 きくない。この高次 の係数 は、モー ドの絶対値和 やAi分 布 と同程

度であ り、モー ドの直和や差分 に比べ れば小 さい。剛性分布の変化 に伴 う振動モー ドの変化 を考慮

して外力分布形 を変化 させた としても、漸増載荷解析 における1次 等価せん断力―1次 等価変位 関

係はその影響 をほ とん ど受けない。

次 に展開方法について検討す る。本来、解析ステップごとに、その瞬間の1次 モー ドに比例 した

外力の増分 を与え、増分外力お よび増分変位 を瞬間の刺激関数で展 開することにより、真の1次 等

価変位 と等価せん断力が得 られるはずであ る。 しか し、漸増載荷解析 において、外力分布形 を解析

ステ ップごとに変化 させ る方法 は一般 的 とは言 えないため、本研究ではそれ省略す る。外力分布形

を一定 とした場合 において も、解析ステ ップごとの接線剛性 を用いる方法cに よ り、 より真 に近い

1次 等価変位 と1次 等価せん断力が算出 されると考 えられる。方法cを 用いた場合、得 られる1次

等価せ ん断力 ―1次 等価変位 関係 は、弾性剛性 を用いる方法aと ほ とん ど差が無い。等価剛性 を用

い る方法bに よる1次 等価せ ん断力 ―1次 等価変位関係は、方法aま たは方法cと 多少差が見 られ

る。いずれについて も、1次 等価せ ん断力―1次 等価変位関係の任意の点 における傾 きは、式4.2.10

お よび式4.2.11よ り、式4.2.20で 与 えられる。

(4.2.20)

ここに、1Meq: 1次 等価質量、1βeq: 1次 刺激係数、{1ueq}: 1次 固有関数であ り、方法aな らば弾性

剛性 を用いて、方法bな らば等価剛性 を用いて算出 した値である。

外力 を弾性1次 モー ド比例外力分布形 とし、その比例係数を1aを すれば、外力の増分 は {△P} は

式4.2.21で 表 される。

(4.2.21)
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これを構成方程式 に代入することにより、弾性時であれば、各階の床 の変位 の増分 {△y} に関 し

て式4.2.22が 成 り立つ。

(4.2.22)

式4.2.21お よ び式4.2.22を 式4.2.20に 代 入 す れ ば 、 式4.2.23が 得 ら れ る。

(4.2.23)

す なわ ち、弾 性1次 モー ド比 例外 力分 布形 を用 いた漸 増載 荷解 析 で は、弾 性 時の1次 等価 せ ん断

力-等 価 変位 関係 の傾 きは、 式4.2.11の 変 位 の展 開時 に用 い る1次 等 価 質量1Meqに 比 例 す る。 よ っ

て 、方法bを 方 法aと 比較 す る と、傾 き、 す なわ ち剛性 は1Meq/1M (構造 物12cYで0.93、 構造 物12cZ

で1.06) 倍 とな る。系 の等価 質量 の比 も同様 に1Meq/1Mで あ るので 、結局 、展 開方 法 が異 な って も系

の 固有周 期 は全 く等 しい こ とに なる。

塑 性域 で は、式4.2.22が 成立 しない ため 、式4.2.23も 成立 しない。 漸増 載荷 解析 結 果 を展 開 して

得 られ た降伏1次 等 価せ ん断力 を比 較す る と、構 造物12cYに つ い て方法bは 方法aの1.03倍 、構造

物12cZに つい て方法bは 方法aの0.94倍 であ る。系 の等価 質量 の比 で除 した 降伏1次 等価 せ ん断力

係 数 で比 較す れ ば、構造物12cYで は0.97倍 、構 造物12cZで は1.01倍 と、 ほ ぼ1.0で あ る。

この ように、展 開方法a, b, cの いず れ におい て も、全 く等 しい弾 性 周期 とほ ぼ等 しい降伏 せ ん 断

力係 数 を持つ系 を得 るこ とが で きる。 当然 なが ら、展 開方法bに お いて は、適 当 な等 価 剛性 を設定

す る必要 が あ るで あ ろ う。

この ように、1次 等価せ ん断力-1次 等価変位関係 については、剛性分布の変化 の影響 はほとん

ど無い。剛性分布が変化する構造物の1次 等価せ ん断力-1次 等価変位 関係 を求める際 にも、弾性

1次 モー ド比例外力分布形で漸増載荷解析 を行 い、展 開方法aと して弾性の等価質量 と刺激関数 を

用いて展開すれば良い。

次 に、弾性1次 モー ド比例外力分布形 による漸増載荷解析結果 に対 して展 開方法aを 適用 して得

られる1次 等価せん断力-等 価変位関係 を、地震応答解析結果 に対 して同様 の展開方法で得 られる

ものと比較 して図4.2.6に 示す。模擬地震動ens2の 加速度の倍率 を1.5倍 とした入力 に対す る応答で

ある。地震応答解析で得 られる応答1次 等価せ ん断力-応 答1次 等価変位関係の描 くループは、構

造物12cと 比較すれば、降伏点が不明瞭である、ループの先端 (変位の折 り返 し点) において形状

が丸み を帯びている、繰 り返 しにより同一等価変位 における等価せ ん断力の低下が見 られる、など

の違い も生 じている。総 じて、構造物12cと 大差 の無 い結果である。
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4.2.2 層 せ ん断 力-層 間変 位 関係

構造物の簡略的な地震応答性状 の評価方法 として、多質点系モデルの地震応答解析法がある。構

造物の各階の質量 を床位置に集中 させた質点で表 し、 これ らの質点 を、層 ごとの復元力特性 を表す

せん断型バネあるいは曲げせ ん断型バネで直列 に結んだモデルである。 この多質点系モデル による

解析 の精度 は、各層 のせん断バネ特性 の精度 に大 きく依存す る。弾性時の層 の剛性の評価 は武藤の

D値 法 によって行 うことがで きるが、弾性域 を超 える応答 を考 える場合 には、漸増載荷解析 を用い

ることが有効であ る。本項では、漸増載荷解析 で得 られる各層の層せん断力-層 間変位関係 におけ

る外力分布形の影響 について検討する。

(1) 降伏層せ ん断力

図4.2.1を 見 る と、外力分布形が異なれば、漸増載荷解析で得 られる層せ ん断力-層 間変位 関係 も

異 なっている。図4.2.7で は、層 ごとに層せん断力-層 間変位関係 を描 き直 し、異なる外力分布形 を

用いた漸増載荷解析結果 を比較 して示 している。

1層 では、弾性剛性、第1折 れ点の層せ ん断力、第2剛 性な どは外力分布形の影響 をほとんど受

けないが、降伏層せん断力 については、モー ドの差分 によるものが他の外力分布 による ものと比べ

て小 さい。モー ドの差分による降伏層せん断力は、1次 モー ド比例外力分布形による降伏層せん断

力 の0.93倍 である。6層 では、他の層 と比べて最 も外力分布形の影響を受けず、降伏層せ ん断力 も

ほ とんど同 じである。モー ドの直和 による降伏層せ ん断力が小 さく、1次 モー ド比例外力分布形 に

よる降伏層せん断力 の0.94倍 である。最上層 である12層 において最 も外力分布形の違いによる層せ

ん断力-層 間変位 関係の違いが大 きい。弾性剛性においても多少違いが見 られるが、降伏層せん断

力 における外力分布形の影響 を大 きい。1次 モー ド比例外力分布形による降伏層せ ん断力 を基準 に

す ると、Ai分 布で最 も大 きく1.39倍 であ り、モー ドの絶対値和 で1.18倍 、モー ドの差分で1.14倍 、

モー ドの2乗 和平方で1.04倍 であ り、モー ドの直和では解析終了時点 までには降伏層せん断力 に達

していない。

このように、外力分布形 は降伏層せ ん断力 に影響 を及ぼ し、特に上層部でその影響 は大 きい。

(2) 層 モ ー メ ン ト分割 法

一般的に、柱の上下端の降伏先行す る層 においては、層の降伏層せん断力は外力分布形の影響を

受けない と考えられる。柱降伏先行層の降伏層せん断力Qyは 式4.2.24で 表 される。

(4.2.24)

ここに、h: 層高 さ、MyCtお よびMyCbは 層 を構成する各柱の柱頭および柱脚の曲げ降伏 モーメン トで

あ り、簡略化 のため剛域 は無視 している。

一方、 梁降伏が先行 する場合、 柱の曲げモーメ ン トの分布は単純 には分か り難い。 各節点 におい

て、 梁の曲げ降伏 モーメン トの和が上下の柱の剛比 に比例 して上下の柱の曲げモーメン トに配分 さ
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れ る。上下の柱の剛比 には、柱 における反曲点高 さが関わって くるが、反曲点高 さは外力分布形 に

かかわらず一定であるとは限 らない。そこで、層モーメン ト分割法 を適用 し、メカニズム形成時の

曲げモーメン トの分布 を考 えると分か りやすい。

まず、各階の節点では式4.2.25が 成 り立つ。

(4.2.25)

ここ に、MC1、MC2: 上 下 の柱 の曲 げモ ーメ ン ト、MyB1、MyB2: 左 右 の梁 の 曲げ 降伏 モ ー メ ン トで あ り、

簡略 化 のた め剛域 は無視 してい る。

式4.2.25を2階 か ら最 上 階 までの節 点 につ いて足 し合 わせ れば 、式4.2.26が 成 り立 つ 。

(4.2.26)

右辺の各階梁端の曲げ降伏 モーメン トの総和 は、外力分布形 にかかわ らず等 しい。 そのため、左

辺の1層 柱頭 と2層 以上の柱 の両端の曲げモーメン トの総和 も外力分布形 に依存 しないことになる。

曲げ降伏す る1層 柱脚の曲げモーメン トMyC1bを足 し合 わせて もこれ に変わ りはない。i層 の降伏層

せ ん断力 をQyiと すれば、式4.2.27が 成 り立つ。

(4.2.27)

ここ に、hi: i層 の層 間高 さ、MCitお よびMCibはi層 を構 成 す る各柱 の柱 頭 お よび柱 脚 の 曲 げモ ー メ

ン トで あ る。

式4.2.27を 全 層 で足 し合 わせ れば、左 辺 は全柱 の 曲げ モー メ ン トの総 和 であ り、外 力 分 布形 に関

わ らず 一定 であ る。 よって、式4.2.28が 成 り立 つ。

(4.2.27)

外 力分 布形 にお けるi層 の層 せ ん断力 の1層 のせ ん断力 に対 す る比 をqiと 置 けば、1層 の層 せ ん

断 力Qylは 式4.2.28で 、i層 の降伏層 せ ん断力Qyiは 式4.2.29で 表 され る。

(4.2.28)

(4.2.29)

式4.2.29に よ り、各層 の 降伏層 せ ん断力 を実 際 に算 出す る こ とが で きるが 、 剛域 な どの 問題 もあ

るた め ここで はそれ は省 略 す る。式4.2.29よ り、2種 類 の 異 なる外 力分 布形 に対 す るi層 の 降伏層

せ ん断力 の比 率 は、式4.2.30で 表 され る。

(4.2.30)

式4.2.30は 、2種 類 の外力分布形 におけるi層 の降伏層せん断力の比率の層モーメン ト分割法 に

よる略算値である。式4.2.30を 今回用いた外力分布形 に適用 し、1次 モー ド比例外力分布形に よる
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各層 の降伏層せ ん断力 を基準 としたときのその他の外力分布形 による降伏層せ ん断力の比率 を算出

して図4.2.8に 示す。 また、その代表例 を式4.2.31に 示す。

(4.2.31)

式4.2.30で 表 される層モーメン ト分割法 による略算値 は、概ね、漸増載荷解析 に基づいた精算値

に近い値である。また、図4.2.8に 示す外力分布形の違 いによる降伏層せん断力の比率は、図4.1.3 (2)

に示 した層せん断力係数の比率 に近い。す なわち、各層の降伏層せん断力 は、当該層の層せん断力

係数が相対的 に大 きいほど大 きくなる。特 に、上層部の層せ ん断力係数が大 きいAi分 布、モー ドの

差分、モー ドの絶対値和では上層部の降伏層せん断力が大 きくなる。中層部 の降伏層せ ん断力 は外

力分布形の影響 をほ とん ど受けず、下層部で も外力分布形の影響は比較的小 さい。

(3) 地震応答解析結果との比較

漸増載荷解析で得 られる各層の層せん断力-層 間変位関係 を、地震応答解析結果 と比較す る。図

4.2.9は 、構造物12cに 関する、模 擬地震動ens2の 加速度の倍率 を1.5倍 とした入力 に対す る地震応

答解析結果 との比較である。漸増載荷解析における外力分布形 は、弾性1次 モー ド比例 としている。

6層 については、地震応答解析で得 られる層せん断力-層 間変位関係の包絡線 は、1次 モー ド比

例外力による漸増載荷解析結果 とほぼ一致する。全層 の中で も6層 付近で最 も両者 の一致の具合が

高い。それに対 して、1層 および最上層 については若干差が見 られる。地震応答解析 では、漸増載

荷解析で得 られる降伏層せ ん断力 を超 える応答層せん断力 を示 している。全層の中で、最上層 の12

層で最 もその割合が高い。 これは、動的 に生 じる地震力の平均的な分布が、漸増載荷解析 で仮定 し

た外力分布形 とは異なることを意味 している。地震応答解析 における最上層の降伏層せん断力 は、

弾性1次 モー ド比例外 力分布 を用いた漸増載荷解析 による降伏層せん断力よ りも大 きく、Ai分 布に

よる ものよ りは小 さい。モー ドの絶対値和やモー ドの差分 による ものに近い。 ただ し、地震応答に

適合する外力分布形は、地震応答 ごとに異 なると考 えられ、次項で検討す る応力 と変形 の分布 とも

深 い関連があると思われる。

地震応答 においては、一般的 に、高次モー ドの応答 の寄与 により、平均的な地震力は弾性1次 モ

ー ドに比例 した分布形 とは異 なる分布形 となる。前述 のように、ある層の層せん断力係数 を低 く見

積 もるほど、その層 の降伏層せん断力 を低 めに評価することになる。逆 に言 えば、降伏層せん断力

を過小評価 された層 の層せ ん断力係数を割 り増 した分布形が、地震力の平均的な分布であると推定

で きる。図4.2.9に 採 りあげた例 に適合する外力分布形は、弾性1次 モー ド比例外力分布形 よ りも上

層部 の地震力が大 きい高い分布形であると考 えられる。

4.2.3 応 力 と変 形 の分 布

構造 物の耐震性能の評価 においては、ある地震力の下での構造物の各部位 に生 じる応力 または変

形 を推定することが重要 な課題である。弾塑性挙動する構造物において、外力 に対する応力 と変形
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を算定する際には、漸増載荷解析が有効である。本項 では、漸増載荷解析で得 られ る応力 と変形 の

分布 における外力分布形の影響 について検討する。

異 なる外力分布形 による漸増載荷解析結果 を相互 に比較するためには、比較 の基準が必 要である。

基準 とする量の候補 としては、

1) 1層 せん断力 2) 1次 等価せん断力

3) 最上階変位 4) 1次 等価変位

な どが挙げられる。例 えば、従来の耐震規定の ように、地震力の基準 としてベース シア係数が与 え

られる場合、比較の基準は1層 せん断力である。

構造物の簡略的な地震最大応答の評価方法 と して縮約1自 由度系応答の地震応答解析 を用いる方

法 を考 える場合、縮約1自 由度系の地震応答解析で算 出される代表せ ん断力あるいは代表変位 の最

大応答 に対応する各部位の応力お よび変形 は、漸増載荷解析 を用 いて推定することになる。縮約1

自由度系 として1次 等価系が相応 しく、1次 等価せん断力 (または1次 等価変位) が構造物 の代表

せ ん断力 (または代表変位) と成 り得ること、1次 等価せん断力-1次 等価変位関係 は外力分布形

の影響を受けない こと、構造物が塑性化 した領域 も検討の対象 とするため力 よ りも変形 を指標 とす

る方が より望 ましいこと、以上の理由 を考 え合 わせれば、各部位の応力および変形 を算出する際の

漸増載荷解析は、1次 等価変位 を基準量 として実行することが有力である と考 えられる。そ こで、

本項では、1次 等価変位 を比較の基準 として、異 なる外力分布形 を用いた漸増載荷解析結果 を比較

することにする。

(1) 同一代表変位時の比較

構造物12cを 対象 に各外力分布形 を用いた漸増載荷解析 を行 い、1次 等価変位が等 しい段階 にお

ける床変位、部材塑性率、層 間変形角お よび層せん断力 を比較 して図4.2.10に 示す。部材塑性率の

図は、1層 柱脚 と2階 から13 (R) 階までの梁の塑性率 を示 している。1次 等価変位 は、0.138m (全体

塑性率μ=1.0) と0.553m (μ=4.0) に設定 している。

床変位に関 しては、1次 等価変位は10階 付近の床 の変位 と等 しいため、10階 付近ですべての漸増

載荷解析結果が一致する。それよ り上層部では、モー ドの差分、Ai分 布、モー ドの絶対値和、モー

ドの2乗 和平方、1次 モー ド比例、モー ドの直和の順に大 き く、それよ り下層部ではその逆である。

モー ドの直和 とモー ドの差分を除 く5種 類の解析結果 については、あ まり大 きな差 はない。

1次 等価変位が等 しい時 には1次 等価せ ん断力 もほぼ等 しいので、層せん断力の分布 については、

図4.1.3 (2) に示 した1次 等価加速度で規準化 した層せん断力係数分布 と関連が深 い。各外力分布形

を比較 した場合、両者の大小 関係 と相互の比率 は同一である。6層 付近で全 ての外力分布形の層せ

ん断力が等 しくな り、6層 付近 より上層部では、モー ドの差分、1次 モー ド比例、モー ドの直和の

順 に大 きく、6層 付近 よ り下層部 はその反対 である。1次 等価せん断力 は、降伏1次 等価せ ん断力

で頭打 ちになるため、全体塑性率1.0と 全体塑性率4.0で は層せん断力の分布 に大差は無い。

部材塑性率や層 間変位については、床変位 や層せ ん断力 よ りも外力分布形の違い による差が大 き

い。全体塑性率が大 きくなるほど、その差 は顕著である。外力分布形問の大小関係は、層せ ん断力
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とほぼ同 じである。6層 付近の値 は外力分布形によらず等 しくな り、それ より上層部 では、モー ド

の差分、Ai分 布あるいはモー ドの絶対値和、モー ドの2乗 和平方、1次 モー ド比例 、モー ドの直和

の順 に大 きい。

全体塑性率4.0に ついて、1次 モー ド比例外力分布形 による層 間変位に対 するその他 の外力分布形

に よる層 間変位の比 を見てみ ることにする。モー ドの直和では、最大は1層 で1.38倍 、最小 は11層

で0.31倍 である。モー ドの差分では、最大 は12層 で5.86倍 、最小 は1層 で0.48倍 である。モー ドの

絶対値和 とAi分 布では、10層 以上で1.5倍 を超 え、最大 はいずれ も12層 で3.59倍 および3.99倍 であ

る。モー ドの2乗 和平方では、最大 は12層 で1.38倍 であるが、11層 と12層 を除 き0.98倍 以上1.10倍

未満 である。部材の塑性率に関する比率 については、一部 を除けば層間変位 に関す る比率 とほぼ等

しい。上層部において層問変位 に関する比率が大 きい層 については、部材塑性率 に関す る比率 はさ

らに大 き くなる。12層 では、モ ー ドの差分で10.60倍 、Ai分 布で7.00倍 、モー ドの直和で6.14倍 であ

る。外力分布形の違 いにより部材の降伏が生 じるか否か とい う差が生 じる と、該当部材 に隣接する

層の層 間変位の差 も特 に大 き くなる。

外 力分布形 における高次モー ド比例分の加味 し具合 を変化 させ ることによ り、変形の分布は大 き

く変化 し得 る。

(2) 地震応答解析結果 との比較

漸増載荷解析で得 られる応力 と変形の分布 を、地震応答解析結果 と比較する。図4.2.11は 、構造

物12cに 関する、目標加速度応答スペ ク トルSa2と した5種 類の模擬地震動 に対する地震応答解析結

果 との比較である。地震応答解析では、全体塑性率が1.0と なるよう模擬地震動の倍率 を調整 してい

る。ゆえに、5種 類の地震応答解析 による最大応答1次 等価変位 と漸増載荷解析 における1次 等価

変位 はすべ て等 しく、全体塑性率はいずれ も1.0で ある。漸増載荷解析 における外力分布形 は、弾性

1次 モー ド比例 としている。

部材塑性率、お よび層間変形角 について、地震波 ごとに異なる分布性状 を示 している。5種 類の

地震応答解析結果は、6層 付近 より上層部では漸増載荷解析結果 よりも大 きく、6層 付近 よ り下層

部 では漸増載荷解析結果 よりも小 さい。図4.2.10 (1) と比較 して見れば、5種 類の地震応答解析結果

は、1次 モー ド比例形 とモー ドの差分の間に収 まっている。 この例 に関 しては、1次 モー ド比例形

では高次モー ド比例成分が不足であ り、モー ドの差分では2次 モー ド比例成分 を大 きく見積 り過 ぎ

である、 と言 える。漸増載荷解析 における外力分布形 の高次モー ド比例分 を調整することによ り、

地震応答解析結果 と近 い応力 と変形の分布 を得 られる可能性がある。これに関 しては、4.3節 で詳細

に検討する。

(3) 高次 モー ド比例外 力の影響

漸増載荷解析 における外力分布形の高次モー ド比例分の割合 をよ り細か く変化 させて検討 を行 う。

外力分布形 を3次 モー ドまでの弾性モー ド比例外力分布形の線形和 として式4.2.32で 表 し、2次 お

よび3次 の係数2αお よび3αを変化 させる。
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(4.2.32)

こ こに、[M]: 質量 マ トリクス、mβ: m次 刺 激 係数 、{mu}: m次 固有 関 数で あ る。1次 の係 数1αは 、

1.0で あ る。

構 造物12cに 対 す る漸増 載荷 解析 におい て、2次 お よび3次 の係 数2αお よび3αを 変 化 させ た時 の 、

1次 等価 変位0.276m (全体塑 性率2.0) にお け る層 せ ん断 力 の変化 を図4.2.12に 、梁 の 塑性 率 の 変化

を図4.2.13に 示す 。2次 の係 数2αは-2.0か ら2.0ま で変化 させ 、3次 の係 数3αは0.0か ら2.0ま で変

化 させ る。各 図 は、横 軸 を2次 の係 数2α、 縦軸 を3次 の係数3αと し、等 しい層 せ ん断 力 あ る い は塑

性 率 とな る係 数の組 (2α, 3α) を等 高線 で結 ん で示 して い る。

1層 の層 せ ん断力 は、 図 の右 上 ほ ど、 す な わち、 係数2αお よび3αが と もに大 きい ほ ど、層 せ ん

断力 が大 きい。1層 の層せ ん断 力係 数 は (0., 0.) 付 近 で約0.31で あ るが 、(-2.0, -2.0) か ら (2.0, 2.0)

まで の 間で0.20か ら0.37ま で の範 囲で 変化 してい る。6層 の層 せ ん断 力 は (-0.4, 0.) 付 近 で 最 も大

きい が 、係数2αお よび3αの 増 減 に よる変化 は比 較 的小 さい。6層 の層 せ ん断力係 数 は、0.30か ら0.43

まで の範 囲で 変化 して いる。12層 の層 せ ん断力 は、図 の左 上 ほ ど、す なわ ち、係 数2α�が小 さ く、係

数3αが 大 きい ほ ど、層 せ ん断 力が大 きい。12層 の層 せ ん断 力係 数 は (0., 0.) 付 近 で約0.52で あ り、

(-2.0, -2.0) か ら (2.0, 2.0) まで の間 で0.11か ら1.03ま での範 囲 で大 き く変化 して い る。等 層 せ ん

断力線 の密 度 は、12層 で最 も密 で あ る。外 力 分布 形 にお け る高 次 モ ー ド比 例 分が微 小 に変 化 す る こ

とに よ り、12層 の層せ ん断力が 大 き く変 化す る こ とを示 して い る。

梁 の塑性 率 につ いて は、Ai分 布 に近 い (-0.27, 0.83) 付 近 にお い て、すべ ての 階の 梁 で2.0程 度 で

あ る。2階 梁 で は、係 数2αお よび3αが ともに大 きい ほ ど塑性 率 が大 き く、11階 梁 お よび13 (R) 階梁

で は、係 数2αが 小 さ く係 数3αが 大 きい ほ ど塑 性 率 が大 きい。4階 梁 あ るい は9階 梁 で は、3次 の

係 数3αの 影 響 は ほ とん ど受 けず 、2次 の係数2αの 増 減 のみ に よ り塑性 率 が変 化 して い る。 これ ら

はいず れ も、係数2αお よび3αの 増減 に伴 う隣接 層 の層 せ ん断 力係 数 の変化 の仕 方 と対 応 して い る。

各 階 の梁 につ いて、等塑 性率 線 の密 度 は、塑 性率2.0付 近 で最 も密 で あ る。す な わち 、設計 層 せ ん断

力係 数近 辺 において、 梁の塑 性率 の分 布 の変化 が最 も大 きい。 また、特 に上 層 部 の梁 につ いて 、等

塑性 率線 の密 度 は塑性率1.0未 満 で粗 で あ り、 塑性率1.0以 上 で は非常 に密 であ る。 上層 部 の部 材 が

降伏 す る場合 には、外 力分布 形 にお け る高 次 モ ー ド比例 分 の微小 な変化 よ り、 部材 塑性 率 が著 し く

大 き く変 化 す る。

(4) 等価変位の比率

3.1.2に 示 した方法 と同様 に、漸増載荷解析で得 られる変位 の分布 を固有モー ドに展開 し、1次 等

価変位 と高次等価変位 の比率 について検討する。

あ る解 析 ス テ ップ におけ る各 階 の床 の変位{y}に 対 して、m次 等価 変位myは 式4.2.33で あ る。

(4.2.33)
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ここに、mβ: m次 刺激係数、{mu}: m次 固有関数、mM: m次 等価質量である。

構造物12cを 対象 に各外力分布形 を用いた漸増載荷解析 を行い、各解析 ステ ップにおける1次 等

価変位 に対す る2次 お よび3次 等価変位 の比率2y/1yお よび3y/1yを 算出 し、図4.2.14に 示す。同図

では、横軸 を全体塑性率 としている。

弾性1次 モー ド比例外力分布形の時、弾性域では2次 お よび3次 等価変位は0.で あるが、ひびわ

れ変位 に相当する全体塑性率0.1程 度以上では2次 および3次 等価変位 は0.で はな くなる。2次 等価

変位 は正の値 、3次 等価変位 は負 の値 である。全体塑性率0.1か ら1.0程 度 までは、等価変位の比率

の変化は小 さ く、全体塑性率1.0を 超えると比率の絶対値が増大する。一方、Ai分 布では、弾性域で

は2次 お よび3次 等価変位 ともゼロではないが、特 に2次 等価変位 に関 しては、全体塑性率が増大

して もゼロに近い ままである。設計層せん断力係数分布 と同 じ外力分布形で載荷すれば、大変形に

おいて も変形 は均等分布型であ り、高次等価変位 は増大 しない。設計層せん断力係数分布 を基準 に、

高次モー ド比例分 の割合が小 さい弾性1次 モー ド比例外力分布形では、2次 等価変位 は正の値 に、

3次 等価変位 は負 の値 となる。

モー ドの直和 お よび差分では、弾性時における2次 等価変位の比率 は±0.11で ある。これは、式

4.2.32の 係数2α (=±0.87) を、2次 と1次 の固有円振動数 の比率の2乗 (=7.86) で除 した もの

に相当する。2次 等価変位 の比率 は全体塑性率1.0付 近で急増 し、全体塑性率1.6程 度 で頭打 ちとな

っている。全体塑性率2.0に おいて、2次 等価変位の比率 は、モー ドの直和では0.40、 モー ドの差分

では-0.42で ある。

構造物12cに 対する漸増載荷解析 において、式4.2.32中 の2次 および3次 の係数2αお よび3αを変

化 させた時の、1次 等価変位0.276m (全体塑性率2.0) における等価変位の比率my/1yを 図4.2.15

に示す。2次 の係数2αは-2.0か ら2.0ま で変化 させ、3次 の係数3αは0,0か ら2.0ま で0.4刻 みで変化

させ る。各図は、横軸 を2次 の係数2αと し、3次 の係数3αご とに色分 けした線で示 している。

2次 等価変位の比率は、2α=-0.27付 近 を境界 に、それ より2αが大 きければ正の値 であ り、小 さけ

れば負 の値である。2次 の係数2αの変化 に伴 う2次 等価変位の比率の変化は、2α=-0.277付 近で最

も大 きい。3次 の係数3αの影響は比較的小 さいが、3次 の係数3αが大 きいほど、2次 等価変位 の比

率の絶対値が増大 し、負側でその効果は大 きい。

3次 等価変位 の比率 は、3次 の係数3αが0.8の 時、2α�=-0.27付近でゼロである。2次 の係数2α

がそれよ り大 きくて も小 さ くても、3次 等価変位 の比率 は増大する。また、3次 の係数3αが増大す

るほ ど、3次 等価変位の比率 も増大する。

(5) 諸因子の影響

設計外力分布形 を変動 因子 とす る3種 類の構造物 に対す る漸増載荷解析 において、式4.2.32に お

ける2次 の係数2αを変化 させた時の、全体塑性率2.0に おける等価変位 の比率my/1yを 図4.2.16に

示す。図は、横軸 を2次 の係数2αと し、2次 の係数2αを-2.0か ら2.0ま で変化 させている。3次 の

係数3αを0.8に 固定 している。

各構造物 につ いて、2次 等価変位お よび3次 等価変位がゼロになるときの2次 の係数2αの値 は、

設計外力分布形 における2次 の係数の値 とほぼ等 しい。設計外力分布形 における2次 の係数の変動
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によって、図中に示 した曲線が左右にシフ トする。曲線の形状 にはほ とん ど変化 はない。2次 の係

数2αが-0.3付 近 において、各構造物間の2次 等価変位の比率の差が大 きく、構造物12cOを 基準 にす

る と2次 等価変位の比率は0.13程 度ずつの差がある。この値は全体塑性率 にも依存 し、全体塑性率

が増大すれば2次 等価変位の比率の差 も増大する と考 えられる。

弾性剛性の分布 を変動因子 とする3種 類 の構造物に対する漸増載荷解析 において、式4.2.32に お

ける2次 の係数2αを変化 させた時の、全体塑性率2.0に おける等価変位 の比率my/1yを 図4.2.17に

示す。ここで も、2次 の係数2αを-2.0か ら2.0ま で変化 させ、3次 の係数3αを0.8に 固定 している。

式2.3.18に 示 したように、設計外力分布形 を構造 物 ごとの弾性振動モー ドに比例 した外力の線形

和 で表 しせ ば、断面寸法が全層一定である構造 物12cAで は高次成分が増幅 した ことになる。この影

響により、図中の構造物12cAめ 曲線は左側ヘ シフ トし、逆に、構造物12cBの 曲線 は右側ヘ シフ トす

る。さらに、2次 の係数が同一であれば、2次 等価変位の比率 の絶対値 は、構造 物12cBの 方が ほぼ

大 きい。特に、係数2αが-1.4程 度以上0.未 満の領域では、構造物間の2次 等価変位 の比率の差が大

きい。上層部の断面寸法を減 じる割合が大 きい構造物12cBで は、外力分布形 に2次 モー ド比例外 力

を負側 に微小 に含 めると、上層部増大型の程度が大 きくなる。
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(1) 弾性1次 モ ー ド比例 (2) モー ドの2乗 和平方 (3) モ ー ドの絶対値 和

(4) モ ー ドの直 和 (5) モー ドの 差分 (6) Ai分 布

(7) 弾性2次 モ ー ド比例 (8) 弾性3次 モー ド比例

図4.2.1 静的漸増載荷解析結果
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(1) 1層 せん断力 と最上階変位 (2) 1次 モ ー ド

(3) 2次 モ ー ド (4) 3次 モー ド

図4.2.2 代表せん断力―代表変位関係 ―外力分布形の影響―

(1) 1次 モ ー ド (2) 2次 モ ー ド

図4.2.3 等価せん断力―等価変位関係 ―地震応答解析結果 との比較―
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(1) 降伏点剛性低下率分布の影響12cY (2) 部材強度分布 の影響12cZ

図4.2.4 剛性分布の変化による振動モー ドの変化

(1) 降伏点剛性低 下率分布の影響12cY (2) 部材強度分布の影響12cZ

図4.2.5 等価せん断力―等価変位関係 ―剛性分布に変化がある場合―

(1) 降伏点剛性低下率分布の影響12cY (2) 部材強度分布の影響12cZ

図4.2.6 等価せん断力―等価変位関係 ―地震応答解析結果との比較 ―
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(1) 1層 (2) 6層 (3) 12層

図4.2.7 層せん断力―層間変位関係 ―外力分布形の影響 ―

図4.2.8 降伏層せん断力の比の推定値

(1) 1層 (2) 6層 (3) 12層

図4.2.9 層せん断力―層間変位関係 ―地震応答解析結果 との比較―
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(1) 全 体塑性 率 μ=1.0

(2) 全 体塑性 率 μ=4.0

図4.2.10 応 力 と変形 の分布―外 力分布形 の影響 ―

(1) 全体 塑性 率 μ=1.0

図4.2.11 応力と変形の分布 ―地震応答解析結果 との比較―
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(1) 1層 (2) 6層 (3) 12層

(数字 は層せ ん 断力係数) 1μ=2.0

図4.2.12 層 せん 断 力 ―高 次 モー ド比例 外 力の影響 ―

(1) 2階 梁 (2) 4階 梁 (3) 6階 梁

(4) 9階 梁 (5) 11階 梁 (6) 13 (R) 階 梁

1μ=2.0

図4.2.13 梁 の塑 性率 ―高 次 モー ド比例 外 力の影響 ―

(1) 2次 モ ー ド (2) 3次 モー ド

図4.2.14 等価変位の比 ―外力分布形の影響―
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(1) 2次 モ ー ド (2) 3次 モ ー ド 1μ=2.0

図4.2.15 等 価 変位 の比 ―高 次 モー ド比例外 力の影響 ―

(1) 2次 モ ー ド (2) 3次 モ ー ド 1μ=2.0

図4.2.16 等価 変位 の 比 ―設 計 外 力分布 形の 影響 ―

(1) 2次 モ ー ド (2) 3次 モ ー ド 1μ=2.0

図4.2.17 等価変位の比 ―弾性剛性の分布の影響―
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4.3 等価外力分布形

4.3.1 定 義 お よび算 出方 法

前節で検討 した ように、漸増載荷解析 において、1次 等価変位-1次 等価せ ん断力関係 は外力分

布形の影響 をほとんど受 けない一方で、同一1次 等価変位 にお ける構造物内の応力 と変形 の分布 は

外力分布形 に大 きく依存す る。ここでは、地震応答 における最大応答変形の分布 に最 も近い変形分

布 を与 え得 る外力分布形 を等価外力分布形 と定義す る。

地震最大応答変形の構造物内での分布特性 は、入力地震動 のスペ ク トル特性、あるいは位相特性

の影響 を大 きく受 ける。また、入力地震動の強 さ (倍率) のみが異 なっても、分布特性は変化する。

逆 に、同一の地震動であっても、構造物が異なれば、応答変形の分布特性 は異なる。すなわち、等

価外力分布形 は、構造物 と入力地震動の組み合 わせ に固有である。

等価外力分布形 は、固有振動モー ドに比例 した外力分布形の線形和 で表す ことにする。変動 因子

は、高次モー ド比例分 と1次 モー ド比例分の比率 ということになる。この比率 に関 して、構造物 と

入力地震動 に関する各因子 の影響 を検討することにす る。

与 えられた構造物 と入力地震動の組み合 わせ に対 して、等価外力分布形を算定するための具体的

な手順は1か ら2ま でである。

手順1: 地震応答解析の実行

手順1.1: 最大応答変位 の算 出

時刻歴地震応答解析 によ り、各層の最大応答層 間変位 ｜δi｜maxを得 る。この値 を正解に設定 し、手

順2.2で 行 う漸増載荷解析では、 この値 を近い解 を得ることを目標 とする。

手順1.2: 目標最上階変位の算 出

手順2.2で 行 う漸増載荷解析のために 目標最上階変位yn'を 設定す る。 目標最上階変位yn'は 式

4.3.1に よ り、地震応答解析で得 られた各層の最大応答層 間変位 ｜δi｜maxを足 し合わせた ものである。

(4.3.1)

各層の最大応答層 間変位 ｜δ｜maxに近い解 を得ることが 目的であるので、単なる最大応答変位 ｜yn｜max

ではな く、上述の ように定義 した目標最上階変位yn'を 用 いることにする。仮 に、すべ ての層の最

大応答層間変位|δ｜maxが同 じ時刻に生 じると仮定すれば、目標最上階変位yn'は 、最上階の最大応答

変位|yn｜maxと等 しい値である。高次振動の影響 によ り各層の最大応答層間変位 の生 じる時刻 に差が

生 じれば、両者の間に差が生 じる。

手順2: 等価外力分布形の検索

手順2.1: 外力分布形 の設定

外力分布形 {f} は、振動 モー ドに比例 した外力の線形和 とし、式4.3.2と す る。
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(4.3.2)

1X=1.0

2X=0.0, ±0.01, ±0.02,…

3X=0.0, ±0.01, ±0.02,…

外力分布形 {f} は、各次の刺激関数に係数mXを 乗 じて加 え合わせ ることによ り表 される。刺激関

数の符号 は、1階 の値が正になるように設定する。1次 の係数1Xは1.0と し、2次 以上の係数 は小

数第2位 までの小数で表す。なお、Nは 考慮す る次数の数であ り、後で改めて検討 を行 う。

係数の組み合 わせ {X} は有限個であるので、これ らすべて に関 して手順2.2お よび2.3を 行 い、そ

の中から等価外力分布形 の係数の組み合わせ {X} eqを探 る。

手順2.2: 漸増載荷解析の実行

手順2.1で 設定 した外力分布形 に対 して漸増載荷解析 を行 う。解析の終了点 は、漸増載荷解析 によ

る最上階の変位yn・sが、手順1.2に よる目標最上階変位yn'と 等 しくなる解析ステ ップとする。 この

解析 ステップにおける各層 の層間変位 を求める。i層 の層 間変位δi・sは式4.3.3で あ る。

(4.3.3)

こ こ に 、yi・s: i階 の 床 変 位 で あ る。

手順2.3: 誤差 の評価

手 順2.2で 算 出 され たi層 の層 間変位 δi・sを、地 震応 答解析 による最 大応答 層 間変位 δi・d (手順1に

お け る ｜δi｜max) と比較 す る。比 率 で表 した残差 (δi・d/δi・s-1.0) の2乗 和 で誤差 εを評価 す る。

(4.3.4)

この誤 差 の評価 方法 では、層 間変位 の絶対 値 が小 さい箇所 で感 度 が良 い。例 え ば、地 震応 答 解析

結果 にお ける3つ の層 の最 大応 答層 間変位 を (8/100, 3/100, 1/100) と し、2種 類 の漸 増 載荷 解析 結

果 (9/100, 2/100, 1/100) お よび (8.2/100, 3.2/100, 0.6/100) が あ る時 、誤差 εは それ ぞれ0.262お

よび0.449で あ るか ら、前者 が適 と評価 され る。絶対 値 で 表 した残 差 (δj・d-δj・s) の総 和 で誤 差 を

評価 す れ ば、残 差 の総和 はそ れぞ れ、2/100お よび0.8/100で あ るので 、後 者が 適 と判 断 され る。

εを最小 とす る係 数 の組 み合 わせ を {X} eqと す れば、 等価外 力 分布 形 {f} eqは式4.3.5と な る。

(4.3.5)

式4.3.2お よび式4.3.5に て等価外力分布形 を表す際の振動モー ドは、部材 の剛性低下 を考慮 した

等価振動系モデルの固有値解析 により算出す るもの とする。ただし、降伏点剛性低下率 が全層で一

定 の構造物を対象 とする場合には、塑性域 において期待 される振動モー ドは弾性 モー ド形 と等 しい

と仮定 し、弾性モー ド形 を用いることにする。
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4.3.2 算 出 結 果

(1) 考慮する次数 と推定誤差

等価外力分布形に採り入 れるモー ド比例外力の次数Nを2次 から12次 まで変化 させて、得 られる

外力分布形や推定誤差に関する比較検討 を行 う。

考慮するモード比例外力の次数を変化させた時の等価外力分布形 の比較 を図4.3.1に 、推定誤差 の

比 較 を図4.3.2に 示 す。 検討対象 は、(1) 構造 物12aの模 擬地震動ens4の 加速度の倍率 を1.21と し た

入力に対する応答  (以 下 、12a-ens4 (1.21) と略 記)、 (2) 構 造 物12cのens2の 加 速度 の倍 率 を1.40と

した入力に対する応答  (12c-ens2 (1.40))、 (3) 構 造物12eのens2の 加 速度 の倍 率 を1.40と した入力

に対する応答  (12e-ens2 (2.00))、 お よび (4) 構造 物12gのens2の 加 速 度 の倍 率 を2.88と した入 力 に

対する応答  (12g-ens2 (2.88)) の4種 類である。地震応答解析結果は正負の符号を考慮し、いずれ

も正側の最大応答 について等価外力分布形 を検討 している。なお、各地震応答 における全体塑性率

1μは 、12a-ens4 (1.21) で は2.0、 12c-ens2 (1.40) で は1.60、12e-ens2 (2.00) で は1.89、12g-ens2 (2.88)

で は2.0で あ る。 図4.3.1に お い て は 、 各次の係数mXeqと 等価外力分布形の形状 を比較 し、 さ ら に 、

各等価外力分布形による漸増載荷解析結果を地震応答解析結果と比較している。

検討対象の4種 類ではいずれ も、12次 までの全モー ドを考慮すれば、層間変位 に関 して、漸増載

荷解析結果と地震応答解析結果と差 は ほぼ0.0と な る。誤差 は厳密 にはゼロではないが、それは各次

の係数mXeqを 小数点以下第 2位 まで と して い るため であ る。部材 の塑性率について も、漸増載荷解

析結果は地震応答解析結果とほぼ等しい。

層せん断力 については、いずれの層 において も、地震応答解析結果の方が漸増載荷解析結果より

も大 きい。等価外力分布形は、最大応答層間変位を評価するための分布形であ り、地震応答におけ

る平均的 な外力分布形 と言える。 これ に対 して、最大応答層せん断力 は文字通 り最大応答であ り、

地震応答 においては、高次 モー ドによ り瞬間的 に層せ ん断力が増大する可能性があ る。そ の ため、

上層部増大型の地震応答における上層部 において、地震応答解析結果が漸増載荷解析結果を上回る

傾 向が強い。最上層の最大応答層せん断力の漸増載荷解析結果に対する比は、 12a-ens4 (1.21) で は

1.02、12c-ens2 (1.40) で は 1.07、12e-ens2 (2.00) で は1.09、 12g-ens2 (2.88) で は1.07で あ る 。

床変位 については、すべての解析例のすべての階 にお いて 、漸増載荷解析結果が地震応答解析に

よる最大応答変位を上回る。漸増載荷解析において、各層の最大応答層 間変位｜δi｜maxを足 し合わせ

て求めた仮 の最上階変位 yn'を 用 い てい る こ とを顧 み れ ば、地震応答解析による床の最大応答変位

の分布形状と異 なるのは当然である。

次 に、層間変位や部材塑性率の分布 につ いて、考慮する次数の影響 を検討する。等価外力分布形
と して1次 モ ー ド比例外力分布形のみ しか考慮 しない場合、下 層部増大型の応答の12a-ens4 (1.21)

につ いて のみ 、漸増載荷解析結果は地震応答解析結果と比較的近いが、そ の他 の3例 につい て は、

両者の分布形には大きな差がある。等価外力分布形に2次 モー ド比例外力分布形 を加え合わせるこ
と に よ り、 3例 の漸増載荷解析結果は地震応答解析結果に大 き く近 づ く。特 に、上層部増大型の応

答 である 12c-ens2 (1.40) お よ び 12g-ens2 (2.88) の 2例 につ い ては、 それが顕著である。均等分布型
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の応答である12e-ens2 (2.00) では、2次 モー ドまでであると、上層部 や下層部の部材塑性率が著 し

く小 さいが、3次 モー ド比例外力分布形 を加え合わせることによ り、これが改善 され る。4種 類の

例 とも、等価外力分布形において3次 モー ドまで考慮 することによ り、地震応答解析結果 に大略近

い結果が得 られている。

推定 誤差 εにつ い ては、誤 差 εを階数nで 除 した もの の平 方根 (ε/n) 1/2は、等価 外 力分 布 形 と して1

次 モ ー ド比例 外力 分布形 の み しか考慮 しな い場 合 、12c-ens2 (1.40) お よび12g-ens2 (2.88) の2例 で

は1.0を 超 え、12e-ens2 (2.00) で も0.9程 度 であ る。 なお、(ε/n) 1/2が1.0を 超 え る こと は、層 間変位

につ いて 、全層 で平均 して、倍 ・半分 程度 以上 の差が あ る こ とを示 して い る。12a-ens4 (1.21) で は、

0.25で あ り比 較 的小 さい値 であ る。各解 析例 にお いて 、2次 モ ー ド比 例外 力 分布 形 を加 え合 せ る と、

(ε/n) 1/2は0.1～0.4程 度 にな り、誤 差 は大 き く減少 す るが 、依然小 さい値 とは言 え ない。上 層 部増 大

型 の応答 で あ る12c-ens2 (1.40) お よび12g-ens2 (2.88) につ い ては、2次 モ ー ドを考慮 す る こ とに よ

る誤 差 の減少 の割合 が大 きい。 さ らに、3次 モー ドを考 慮 に加 えれ ば 、4種 類 の解 析例 のす べ て に

つ いて 、(ε/n) 1/2は0.1よ り小 さ くな る。 これ は、層 間変位 につ い て、全 層 で平 均 して1割 未 満 の差

に相 当す る。

次 に、等 価外 力分布 形 にお け る係 数 につ いて検 討 す る。 いず れの例 にお いて も、2次 モ ー ドまで

のみ の考慮 で得 られる2次 の係 数2Xeqは、 全 モ ー ドの考慮 で得 られ る2次 の係 数2Xeqと の差 が大 きい。

3次 モ ー ドを加 え合 わせ る こ とに よ り、係 数2Xeqは 全 モ ー ドを考慮 した場 合 に近 づ く。3次 の係 数3Xeq

につ いて は、全 モ ー ドを考慮 した場合 に概 ね 近 い。12g-ens2 (2.88) につ いて のみ 、3次 モ ー ドまで

を考慮 した場 合 と全 モー ドを考慮 した場 合 とで係 数 の差 が 大 きい。129-ens2 (2.88) で は 、最 上層 の

応答 が特 に大 き く、3次 モ ー ドまで の考 慮 で は これ に対 応 で きないた めで あ る。概 して言 えば 、3

次 モ ー ドまで の考 慮 に よ り、係 数2Xeqお よび3Xeqと も全 モ ー ドを考 慮 した場合 と同程 度 の値 が得 られ

てい る。

全モー ドを考慮 した場合・推定誤差 を微小 に向上 させるために、高次 の係数Xeqと して大 きな値

が見込 まれることがある。その場合、等価外力分布形の分布形状 は、高次モー ド比例外力分布形の

影響 により複雑で凹凸の激 しい形になる。等価外力の分布形状 を把握するためには、3次 モー ドま

での考慮が適当であろ う。

(2) モー ドの最大応答 との比較

等価外力分布形における係数2Xeqお よび3Xeqと、地震応答解析 による等価最大応答層間変位 のモー

ド間の比、あるいは等価最大応答加速度のモー ド間の比 とを比較検討す る。

m次 等価最大応答層 間変位mδは 、3.3.1 (2) で定義 したように、各層の最大応答層 間変位|δi｜max

を足 し合 わせ た各階床の仮想最大応答変位 {y'} を弾性の刺激関数で展開 して得 られる。

(4.3.6)
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(4.3.7)

ここに、mβ: m次 刺激係数、{mu}: m次 固有関数、mM: m次 等価質量、[M]: 質量マ トリクスである。

m次 等価最大応答層 間変位mδと1次 等価最大応答層 間変位1δの比 をmXdと 置 く。

(4.3.8)

同様に、m次 等価最大応答加速度maは 、各層の最大応答層せん断力|Q|maxの 差分による仮想震力

{P'} を弾性の刺激関数で展 開 して得 られる。

(4.3.9)

(4.3.10)

m次 等価最大応答加速度maと1次 等価最大応答加速度1aの 比 をiXaと 置 く。

(4.3.11)

等価外力分布形 に関する係数2Xeqお よび3Xeq、等価最大応答層 間変位 に関する比率2Xdお よび3Xd、等

価最大応答加速度に関する比率2Xaお よび3Xaを比較 して図4.3.3に 示す。等価最大応答層 間変位 に関

する比率mXdの み変位の比であ り、その他は加速度の比であるので、等価最大応答層 間変位 に関す

る比率mXdに 対 してのみ固有円振動数の比率 の2乗 (mω/1ω) 2を 乗 じて比較する。検討対象 は、構造

物12cの (1) ens2に 対する応答、(2) tew2に 対 する応答、の2種 類である。入力地震動の倍率 は、0.05

倍0.10, 0.20倍, 0.40倍 、以降、0.20倍 刻みで、全体塑性率1μが4.0を 超 えるまで増大 させ る。最大

応答 は正負 を区別 し、それぞれ に対 して検討 を行 う。図4.3.3で は、横軸 を全体塑性率1μと してプ

ロッ トしている。同図では、弾性加速度応答スペ ク トルよ り算出 した加速度応答スペ ク トル値の比

率mSa/1Saも 合 わせ て示 している。

4.2.1 (1) に示 したように、n自 由度 を有する多 自由度系 は、n個 の1自 由度系に展開することがで

きる。それぞれの構成方程式は式4.3.12お よび式4.3.13で ある。

(4.3.12)

(4.3.13)
ここに、{y}: 各階の床 の変位、{P}: 各階の外力、[K]: 剛性マ トリクス、mM: m次 等価質量、mω:

m次 固有円振動数、mQ: m次 等価せ ん断力、my: m次 等価変位 である。

等価外力分布形の必要十分条件は、そのm次 等価せん断力 mQeqが、式4.3.13のm次 等価変位myと

してm次 等価最大応答層間変位mδを代入 して得 られる等価せん断力 と等 しいことである。等価外力

分布形 におけるm次 等価せ ん断力mQeqは 式4.3.14で あるので、式4.3.15が 成 り立つ。
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(4.3.14)

(4.3.15)

m次 と1次 の比 をと り、m次 の係数mXeqを1次 の係 数1Xeqで 規 準化 す れ ば、 式4.3.16と な る。

(4.3.16)

式4.3.16は 、構造物 の変形が線形弾性内に収 まる範囲 においては成立するが、n次 元ベ ク トル {w}

(wに はP, yな どがあてはまる) の展 開の際 に弾性 の刺激関数 β {u} を用いるため、弾性域 を超 えれ

ば成 り立たない。

図4.3.3に おいて1μ=0軸 の両隣の点は弾性域内の応答であ り、等価外力分布形 に関する係数mXeq

と、等価最大応答層 間変位 の比率mXdに 円振動数の比率の2乗 (mω/1ω)2を乗 じた ものはほぼ等 しい。

弾性域 を超 えると両者 には大 きな差が生 じ、入力地震動 の倍率 を増大 に伴 う変化はmXd (mω/1ω)2の

方が大 きい。加速度応答スペク トル値 の比率mSa/1Saと 比べ ると、mXd (mω/1ω)2はこれ を超 えて大 き

く変動する。等価外力分布形 に関す る2次 の係数2Xeqの絶対値は、常 に2Sa/1Saの 絶対値 よ り小 さ く、

3次 の係数3Xeqの絶対値 は3Sa/1Saの 絶対値 を超 えることもある。

このように、塑性域 においては、等価外力分布形 に関する係数2xeqお よび3Xeqは、等価最大応答層

間変位 に関する比率2Xdお よび3Xdに 円振動数の比率の2乗 を乗 じた もの よ り小 さい値 である。両者

はそれぞれ、等価外力および最大応答層間変位の分布形 における1次 モー ド比例形か らのずれの指

標であるので、ずれの度合いは最大応答層 間変位の方が大 きい ことになる。外力分布形に高次モー

ド比例成分 を取 り込んだ漸増載荷解析 により、1次 モー ド比例形か らのずれが よ り大 きい分布の層

間変位 を得 ることができる。これは、3.2.1項 で検討 したように、漸増載荷解析 において、高次 モー

ド比例外力 と1次 モー ド比例外力が合成 して作用す ることによ り、高次モー ド比例外 力が単独 で作

用する場合 よりも高次等価変位が増大するためである。

等価外力分布形 に関する係数mXeqと 等価最大応答加速度の比率mXaと の関係 については、理論的 に

は両者 は一致 しない。等価外力分布形 は最大応答層 間変位 を評価す るための平均 的な分布形である

のに対 して、最大応答層せん断力 には、高次モー ドの影響による層せん断力 の増大が含 まれるため

である。そのため、高次の係数ほ ど、等価最大応答加速度の比率 との差が大 きくなると考 えられる。

図4.3.3に よれば、等価外力分布形 に関する係数 と等価最大応答加速度の比率 は、比較的近い値 を示

してお り、入力地震動 の倍率 を増幅 させた時の変動具合 も似 ている。全体塑性率3.0に おける等価外

力分布形に関する係数 と等価最大応答加速度の比率の差 は、ens2に 対す る応答の2次 で0.04、3次

で0.22で あ り、tew2に 対する応答の2次 で0.15、3次 で0.56で ある。3次 の係数は、等価最大応答

加速度の比率 よりも大 きい例が多いが、 これは、等価外力分布形で考慮する次数を3次 までにとど

めているためである。
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(3) 応答スペ ク トルの影響

応答スペ ク トル特性の異なる入力地震動に対する等価外力分布形 の係 数2xeqおよ び3Xeqの 比 較 を

図4.3.4に 示 す 。 検討対象 は、 (1) 構造 物12a、 (2) 構 造 物12c、 (3) 構 造物12e、 お よび (4) 構造物12g

の4種 類 に対 し、位相特性ensを 組み合 わせている。入力地震動の倍率は、0.05倍, 0.10, 0.20倍, 0.40

倍 、以 降、 0.20倍 刻 み で 、 全体塑性率1μが4.0を 超えるまで増大 させ る。正負を区別した最大応答

層間変位のそれぞれに対 して検討 を行 う。 図4.3.4は 、 横軸を全体塑性率と して プロ ッ トしてい る。

また、各組み合 わせ の うち、図3.3.3に 対 応 す る解析例 について、等価外力分布形と漸増載荷解析で

得られる部材塑性率の分 布 を図4.3.5に 示 す。

構 造物12aに つ い て 、係 数2Xeqで は応答 ス ペ ク トルの影響が明瞭に見 られる。係数2Xeqは 、地 震動

の短周期の加速度応答が大 きいほど負側の値 であ り、短周期の加速度応答が小 さいens4で は正 の値

であ る。 これ は、短周期の加速度応答が大きい入力地震動ほ ど、 上層部増大型の変形分布 にな り、

逆 に、短周期の加速度応答が小 さいほ ど、 上層部増大型になること と対 応 して いる。 係 数2Xeqの 変

動 範 囲 は 、-0.8～0.6程 度 で あ る。 係 数3xeqは 、 応答スペ ク トルの関係が不 明確 で あ るが 、0.～1.6

程度の範囲で変動 している。

構造 物12cに つ い て、係 数2Xeqは 、 構造 物12aと 同様 に、地震動の短周期の加速度応答が大きいほ

ど負側の値 である。係 数2xeqの 変動 範 囲 は-0.9～0.6程 度 で あ るが、 同一地震動では構造物12aと 比

べる と負側 の値 である。係 数3Xeqは 、 逆 に 、 地震動の短周期の加速度応答が大 きいほど正側 に大 き

い値 となる傾 向が見 られる。係 数3Xeqは 、 全体 塑性 率-2.0付 近 で3.0程 度 に達 す る の を除 けば、0.～

2.0程 度 の範 囲 で変動 して い る。

構造 物12eに つ い て は、係 数2Xeqに お け る応 答 ス ペ ク トルの影響が不明瞭であるが、 図4.3.5 (3)

に採 りあげた解析例では、構 造物12aや 構造 物12cと 同様 、係 数2Xeqは 、地震動の短周期の加速度応

答が大 きいほど負側 の値である。係 数3Xeqは 、構造 物12cと 同様 、地震動の短周期の加速度応答が大

きいほど正側 に大 きい値 となる傾向が見 られる。

構造 物12gに つ い て は、応答 スペ ク トルの違 いによる係 数2Xeqお よび3Xeqの 値 の差 はあ ま り見 られ

ない。全体塑性率3.0を 超 える大変形で は、係 数2Xeqの 絶対 値 が小 さ くな り、係 数3Xeqが 増 大 す る。

係 数3Xeqは3.6程 度 に達 す る。 これは、最上層部 と最下層部の両方 に変形が集中 し、中間層では変形

が増大 しない、 とい う変形分布性状に対応 している。

いずれの解析例 について、全体塑性率1.0程 度未満では、係数2Xeqお よび3Xeqは 変 動 が激 しいの に

対 し、それ よ り大 きい変形 においては比較的変動の少ない安定 した値 を推移する。 ま た 、 図2.3.14

と対比 す る と、塑性域の等価最大応答層間変位の比の絶対値は弾性域の値よりも著 しく大 きくなる

の に対 して、塑性域における等価外力分布形の係 数2Xeqお よび3Xeqの 絶対値 は、弾性域の値よりも小

さいか同程度であ る。

(4) 位相特性 の影響

目標加速度応答スペク トルが同一で位相特性が異なる5種 類の入力地震動に対する等価外力分布

形 の係 数2Xeqお よび3Xeqの 比 較 を図4.3.6に 示 す。 検討対象 は、 (1) 構 造物12aと 応 答 スペ ク トルSa4
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の組 み合 わせ (12a-Sa4と 略記)、(2) 構造 物12cと 応 答 スペ ク トルSa2の 組 み 合 わせ (12c-Sa2)、 お

よび (3) 構造 物12eと 応答 スペ ク トルSa3 (12e-Sa3)、 の3種 類 であ る。 いず れ にお い て も、 入力 地

震 動 の倍 率 は、0.05倍, 0.10, 0.20倍, 0.40倍 、以 降、0.20倍 刻 み で 、全 体 塑性 率1μが4.0を 超 える ま

で増大 させ 、正負 を区別 した最大 応答 層 間変位 のそ れぞ れ に対 して検討 を行 う。

耐 震設 計 にお いて入力 を応 答 スペ ク トルで与 え る こ とを考 えれ ば、与 え られ た応 答 ス ペ ク トル に

対 す る等 価外 力分布 形 を一元 化 で きれ ば 、それ を利 用 す る こ とが で きる。 しか し、図4.3.6に 示 す よ

うに、応 答ス ペ ク トル特性 が 同一 であ って も、 地震 動 時刻歴 が異 な るこ とに よ り等 価外 力 分 布 形 に

関す る係 数2Xeqお よび3Xeqも 大 き く変化 す る。全 体 塑性 率2.0程 度 に着 目す れ ば、12a-Sa4の 係 数2Xeq

は0.05～0.35、 係 数3Xeqは0.4～2.0程 度 であ り、12c-Sa2の 係数2xeqは-0.1～-1.0、 係 数3xeqは0.4～

1.5程 度 であ り、12g-Sa3の 係数2Xeqは0.～-0.6、 係 数3Xeqは0.5～2.2程 度 で あ る。2次 の係 数2Xeqの

変 動 の幅 は0.4～1.0程 度 で収 ま ってい るの に対 し、3次 の係 数3Xeqは 変動 の幅 が著 し く広 い。 ただ

し、係 数3xeqが 正 の値 になる こ とはす べ ての解 析例 で 一致 してい る。

12c-Sa2に 関 して、誤差 εを階数nで 除 した ものの平 方根 (ε/n) 1/2を図4.3.7に 示す 。図4.3.7 (1) は、

入 力地 震動 ご とに算 出 した等 価外 力分 布形 に対 す る誤 差 であ る。 図4.3.7 (2) は、ens2の 正側 の応 答

に対 して算 出 した等 価外 力分 布形 を、同加速 度倍 率 の他 の地 震動 に対 して適 用 した際 の誤 差 で あ る。

入 力 地震動 ご とに等価 外 力分布 形 を算 出す れ ば、(ε/n) 1/2は概 ね0.1以 下で あ る。ens2の 正 側 の応

答 に対 して算 出 した等価外 力 分布 形 を他 の 入力 地震 動 に対 す る応 答 に適 用す れ ば、(ε/n) 1/2は、kns2

の負 側 で0.2程 度 に収 ま って い る以外 、hew2, tew2お よびtns2で は0.5を 超 え る場 合 が あ る。

(5) 設計外 力分 布形 の影響

設 計外 力 分布 を変動 因子 と した3種 類 の構 造 物群 に おけ る等価 外 力 分 布形 の係 数2Xeqお よ び3xeq

の比較 を図4.3.8に 示 す。入力 地震 動 はens2お よびens4と し、そ の倍 率 を0.05倍, 0.10, 0.20倍 , 0.40

倍 、 以 降、0.20倍 刻 みで 、全体 塑性 率1μが4.0を 超 え る まで増 大 させ る。正 負 を区別 した最大 応 答

層 間変位 のそれ ぞれ に対 して検討 を行 う。

ens2に 対 す る3種 類 の構造 物 にお け る等価 外 力分 布 形 の係 数 を比 較す る と、全 体 塑性 率1.0付 近 か

ら3種 類 の係 数 に差 が 生 じ、2次 の係 数2Xeqは 構造 物12cNほ ど負 側 にシ フ トした値 で あ り、3次 の

係 数3Xeqは 構造 物12cPほ ど正 側 に シ フ トした値 で あ る。全 体 塑性率2.0付 近 にお け る各 構 造物 間の係

数 の差 は、2次 の係数2Xeqに つ いて は0.08程 度 、3次 の係 数2Xeqに つ い て は0.19程 度 で あ り、 いず れ

も大 き くは ない。ens4に 対 す る等 価外 力分 布形 につ い ては、3種 類 の構造 物 間 で ほ とん ど差 が ない。

構造 物12cPは 、設計 外力 分布 形 にお ける2次 の係数 の絶対値 を低 減 させ た構 造物 であ り、上 層部

の部 材 が相対 的 に弱 い。構造 物12cOと 比 較す る と、構 造物12cPの 地 震応 答 は上層 部 増大 型 で あ り、

同一 の外 力分 布形 による漸増 載荷解 析結 果 も上層 部 の変 形 が増大 す る。後 者 の増 大 の割 合 が大 きけ

れ ば、等 価外 力分布 形 の2次 の係 数 は正 側 に シ フ トし、増大 の割合 が小 さけれ ば負 側 に シ フ トす る

こ とにな る。

図2.3.18に よれ ば、全体 塑性 率2.0程 度 にお いて、 構造 物12cPと 構 造物12cOの 等 価 最大 応答 層 間
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変位 の2次 と1次 の比 の差 は0.04程 度である。一方、図3.2.16に よれば、漸増載荷解析 における外

力分布形の2次 の係数が-1.0～0.2程 度 においては、構造物12cPと 構造 物12cOの2次 等価変位 と1

次等価変位の比の差 は0.04以 上であ る。ゆえに、構造物12cPの 等価外力分布形の2次 の係数は、構

造物12cOと 同程度か、正側 にシフ トす る傾向 にある。

3種 類 の構造 物 とens2お よびens4の 各組み合わせについて、誤差εを階数nで 除 した ものの平方

根 (ε/n)1/2を図4.3.9に 示す。図の一方は、構造物 ごとに算 出 した等価外力分布形 に対す る誤差であ

り、もう一方は、構造物12cOに 対 して算出 した等価外力分布形 を、他の2種 類 の構造物 に適用 した

際の誤差である。

構造物 と入力地震動 の組み合 わせ ごとに等価外 力分布形 を算出すれば、(ε/n)1/2は、正側の応答

については、ens2で は0.07未 満であ り、ens4で は概ね0.02未 満である。構造物12cOに 対 して算 出 し

た等価外力分布形 を他 の2種 類の構造物 の応答 に適用 して も、(ε/n)1/2は、ens2では0.12未 満であ り、

ens4で は0.08未 満である。個別 に等価外力分布形 を算出 した場合 に比べれば、特にens4に ついて、

著 しく誤差 は増大 しているが、比較的小 さい誤差 に収 まっているとも言える。

このように、構造物 の設計外力分布形や部材の耐力の分布が等価外力分布形 に及ぼす影響 は比較

的小 さい。

(6) 弾性剛性の分布 の影響

弾性剛性の分布 を変動 因子 とした3種 類 の構造物群 における等価外力分布形の係数2xeqお よび3xeq

の比較 を図4.3.10に 示す。入力地震動はens2お よびens4と し、その倍率 を0.05倍, 0.10, 0.20倍 , 0.40

倍 、以降、0.20倍 刻みで、全体塑性率1μが4.0を 超 える まで増大 させ る。正負 を区別 した最大応答

層 間変位のそれぞれに対 して検討 を行 う。

ens2に 対する等価外力分布形の係数 を比較す ると全体塑性率0.5付 近から構造物12cBと 他の2構

造物 との差が生 じ、全体塑性率2.0付 近から構造物12cAと 構造物12cと の間に も差が生 じる。2次 の

係数2Xeqは構造物12cBほ ど小 さく、3次 の係数2Xeqは構造物12cBの 方が若干大 きい。3.3.4 (6) にて

検討 したように、ens2に対す る2次 等価最大応答層間変位 は負の値であ り、各構造物で大差 はない。

図4.2.17と 対応 さて考 えれば、同一の負の2次 等価変位 を与える2次 の係数2αは、構造物12cBほ ど

絶対値が小 さくなる。

一方、tns2に 対する等価外力分布形 の係数を比較すると、各構造物間でほ とん ど差が ない。弾性

剛性の分布 の影響 には、入力地震動の位相特性の影響 も大 きく関わって きて、その解明は難 しい。

(7) 降伏点剛性低下率の影響

弾性剛性の分布 を変動因子 とした3種 類 の構造物群 における等価外力分布形 の係数2xeqお よび3xeq

の比較 を図4.3.10に 示す。入力地震動はens2お よびens4と し、その倍率 を0.05倍, 0.10, 0.20倍 , 0.40

倍、以降、0.20倍 刻みで、全体塑性率1μが4.0を 超 えるまで増大 させ、応答の正負 を区別 している。
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ens2に 対する等価外力分布形の係数 を比較する と全体塑性率0.5付 近から構造 物12cBと 他の2構

造物 との差が生 じ、全体塑性率2.0付 近か ら構造物12cAと 構造物12cと の間にも差が生 じる。2次 の

係数2xeqは構造物12cBほ ど小 さ く、3次 の係数2xeqは構造物12cBの 方が若干大 きい。3.3.4 (6) にて

検討 したように、ens2に対す る2次 等価最大応答層 間変位 は負の値であ り、各構造物で大差 はない。

図4.2.17と 対応 さて考 えれば、同一の負 の2次 等価変位 を与える2次 の係数2αは、構造物12cBほ ど

絶対値が小 さくなる。

一方、tns2に 対する等価外力分布形 の係数 を比較すると、各構造物 間でほとん ど差が ない。弾性

剛性の分布の影響 には、入力地震動の位相特性 の影響 も大 きく関わって きて、その解 明は難 しい。

4-3-10



(a) 等価外力分布形の係数

(b) 外力分布形

(c) 床 変位 (d) 部材塑性率 (e) 層 間変 位 (f) 層せん断力

(1) 12a-ens4 (1.21)

(a) 等価外力分布形の係数

(b) 外力分布形

(c) 床 変位 (d) 部材塑性率 (e) 層間変位 (f) 層せ ん断力

(2) 12c-ens2 (1.40)

図4.3.1 等価 外 力分布 形 の係数 と地 震応 答解 析結 果 との比較 ―そ の1―

4-3-11



(a) 等価外力分布形の係数

(b) 外力分布形

(c) 床 変位 (d) 部材塑性率 (e) 層 間変位 (f) 層せん断力

(3) 12e-ens2 (2.00)

(a) 等価外力分布形の係数

(b) 外力分布形

(c) 床 変位 (d) 部材塑性率 (e) 層間変位 (f) 層せん断力

(4) 12g-ens2 (2.88)

図4.3.1  等価外力分布形の係数と地震応答解析結果との比較 ―そ の2―
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図4.3.2 考慮 す る次数 と推 定誤差

(1a) 12c-ens2, 2次 の 係 数 (1b) 12c-ens2, 3次 の 係 数

(2a) 12c-tew2, 2次 の 係 数 (2b) 12c-tew2, 3次 の 係 数

図4.3.3 等価外力分布形の係数 とモー ドの応答の比率
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(1a) 12a-ens, 2次 の 係 数 (1b) 12a-ens, 3次 の 係 数

(2a) 12c-ens, 2次 の 係 数 (2b) 12c-ens, 3次 の 係 数

(3a) 12e-ens, 2次 の 係 数 (3b) 12e-ens, 3次 の 係 数

(4a) 12g-ens, 2次 の 係 数 (4b) 12g-ens, 3次 の 係 数

図4-3-4 等価外力分布形の係数 ―応答スペク トルの影響―
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(a) 等価外力分布形の係数

(b) 等価外力分布形  (c) 部材塑性率

(1) 構 造物12aと 位 相特性ensの 組 み合 わせ

(a) 等価外力分布形の係 数

(b) 等価外力分布形  (c) 部材塑性率

(2) 構 造物12cと 位相 特性ensの 組 み合 わせ

(a) 等価外力分布形の係数

(b) 等価外力分布形  (c) 部材塑性率

(3) 構造 物12eと 位相 特性ensの 組 み合 わせ

図4.3.5 等価外力分布形 と部材塑性率 ―応答スペク トルの影響―
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(1a) 12a-Sa4, 2次 の 係 数  (1b) 12a-Sa4, 3次 の 係 数

(2a) 12c-Sa2, 2次 の 係 数  (2b) 12c-Sa2, 3次 の 係 数

(3a) 12e-Sa3, 2次 の 係 数  (3b) 12e-Sa3, 3次 の 係 数

図4.3.6 等価外力分布形の係数 ―位相特性の影響―

(1) 入力地震動 ごとの等価外力分布形  (2) ens2の 正側 の等価 外力分 布形  (12c-Sa2)

図4.3.7 推 定誤差 ―位 相特 性 の影響 ―
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(1a) 12c-ens2, 2次 の 係 数  (1b) 12c-ens2, 3次 の 係 数

(2a) 12c-ens4, 2次 の 係 数  (2b) 12c-ens4, 3次 の 係 数

図4.3.8 等価外力分布形の係数 ―設計外力分布形の影響―

(1a) 構造物 ごとの等価外力分布形  (1b) 12c0の 等 価 外力分 布形  (ens2)

(2a) 構造物 ごとの等価外力分布形  (2b) 12c0の 等価 外 力分布 形  (ens4)

図4.3.9 推 定誤 差 ―設 計外 力分 布形 の影響 ―
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(1a) 12c-ens2, 2次 の 係 数  (1b) 12c-ens2, 3次 の 係 数

(2a) 12c-tns2, 2次 の 係 数  (2b) 12c-tns2, 3次 の 係 数

図4.3.10 等価外力分布形の係数 ―弾性剛性の分布の影響―

tns2 (1.5)

(a) 等価外力分布形の係数

(b) 等価外力分布形  (c) 部材塑性率

図4.3.11 等価外力分布形 と部材塑性率 ―降伏 点剛性低下率の影響 ―
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4.4 まとめ

本章では、静的漸増載荷解析 における外力分布形の影響 について検討 した。

外力分布形 と しては、弾性固有モー ド比例形、モー ドの絶対値和、モー ドの2乗 和平方、モー ド

の直和、モー ドの差分、および層せん断力係数の分布係数Aiの6種 類 を採 りあげた。モー ドの絶対

値和、モ ー ドの2乗 和平方、お よび、層せん断力係数の分布係数Aiに ついては、対応する外力分布

形への変換 は、全層 の層せん断力 の向 きが同 じであると仮定 した。

6種 類の うち、弾性固有モー ド比例形 とAi分 布の2種 類 は構造物のみで決定する。残 りの4種 類

はモー ドの応答 に関係 し、与え られる設計応答 スペ ク トルに依存す る。

各外力分布形 を弾性固有モー ド比例外力 に分解すれば、モー ドの2乗 和平方や絶対値和 は2次 の

成分が比較的小 さいのに対 し、モー ドの直和および差分は2次 の成分が極端 に大 きい。 これら4種

類の外力分布形はいずれ も、構造物の固有周期が長 く、短周期 の加速度応答が大 きい応答スペク ト

ルほ ど、高次の成分が増大す る。Ai分 布 はモー ドの絶対値和 に比較的近 く、それに加 えて4次 以上

のモー ドを最上層の層せん断力 を増大す る向 きで足 し合わせた分布形である。

漸増載荷解析で得 られる1次 等価せ ん断力-1次 等価変位関係においては、外力分布形の影響 は

小 さい。部材 の降伏点割線剛性低下率の分布の異 なる構造物や、部分崩壊型の構造 物 において も、

1次 等価せん断力-1次 等価変位関係 については、漸増載荷時の外力分布形や、等価系へ展開す る

際 に用いる刺激関数の影響は小 さい。構造物 を等価 な1自 由度系へ縮約する際には、弾性1次 モー

ド比例外力分布形 で漸増載荷解析 を行 い、弾性刺激 関数を用いて展開すれば良い。

これに対 して、2次 や3次 の等価せん断力-等 価変位関係では外力分布形の影響が大 きい。高次

モー ド比例外力 を単独 で作用 させ ても生 じる高次等価変位は小 さいが、モー ドの直和やモー ドの差

分の ように、1次 モー ド比例外力 と合成 させ て作用 させれば、高次等価変位 は著 しく増大する。1

次 モー ド比例外力 に、微小 な高次モー ド比例外力が組み合 わさることにより、構造物内の変形分布

が変 わ り塑性化す る部位が偏在す るようにな り、その部位の変形の増大が高次等価変位 として計上

されるためである。

漸増載荷解析で得 られる層せ ん断力-層 間変位関係 において、梁降伏が先行す る場合の降伏層せ

ん断力は外力分布形の影響 を受 ける。降伏層せ ん断力は、その層の層せん断力係数が相対的に大 き

いほど大 き くなる。特 に、上層部 の層せん断力係数が大 きいAi分 布、モー ドの差分、モー ドの絶対

値和 では上層部の降伏層せん断力が大 きくなる。中層部の降伏層せん断力 について外力分布形の影

響 はほとん ど無 く、下層部 で もその影響 は小 さい。

異 なる外力分布形による漸増載荷解析結果 について、1次 等価変位が等 しい時の応力 と変形の分

布 を比較 した。

層せん断力については、2次 モー ド比例外力による層せ ん断力がゼロになる層の近辺で全ての外

力分布形 の層せ ん断力がほぼ等 しくな り、それ より上層部では、モー ドの差分、1次 モー ド比例 、
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モー ドの直和の順 に大 きく、下層部はその反対である。外力分布形 における高次モー ド比例成分 を

微小 に変化 させることによ り、特 に、上層部の層せん断力が大 きく変化す る。

層 間変位および部材の塑性率については、外力分布形の違いによる差が大 きく、全体塑性率が大

きくなるほどそれは顕著である。外力分布形問の大小関係 は、層せ ん断力 とほぼ同 じである。外力

分布形の違いにより部材 の降伏が生 じるか否か とい う差が生 じると、該 当部材 に隣接す る層 の層間

変位 の差が大 きくなる。特 に、上層部の部材が降伏 する場合 には、外力分布形 における高次 モー ド

比例成分 を微小 に変化 させ ることにより、部材 の塑性率 も著 しく大 きく変化する。

各階の床変位 を固有モー ドに展開することにより各次等価変位が得 られる。設計層せ ん断力係数

分布 と同 じ外力分布形で載荷すれば、全体塑性率が増大 しても変形は均等分布型であ り、高次等価

変位はゼロである。設計層せん断力係数分布 を基準 に、高次等価加速度 を負側 にシフ トさせた外力

分布形で載荷すれば高次等価変位 は負側 に増大 し、正側 にシフ トさせ た外力分布形であれば高次等

価変位 は正側に増大する。

地震応答 における最大応答変形の分布 に最 も近い変形分布 を与 え得 る外力分布形 を等価外 力分布

形 と定義 し、 これ を3次 までのモー ド比例外力の線形和 として表す ことにし、 さまざまな構造物 と

入力地震動の組み合 わせ について等価外力分布形 を算出 した。

等価外力分布形は、構造物や入力地震動の応答スペ ク トル特性 に依存するのみならず、入力地震

動の位相特性や強 さ (倍率) にも依存するので定式化は困難である。ただ し、設計外力分布形 や部

材の耐力の分布が等価外力分布形 に及ぼす影響 は比較的小 さい。
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